
 

藤枝市土地利用事業の適正化に関する指導要綱  

平成６年７月１日  

藤枝市告示第４９号  

（目的）  

第１条  この要綱は、土地利用事業の施行に関し必要な基準を定め、その適正な施

行を誘導することにより、施行区域及びその周辺の地域における災害を防止する

とともに良好な自然及び生活環境の確保に努め、もって市の均衡ある発展に資す

ることを目的とする。  

（定義）  

第２条  この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。  

(１ ) 土地利用事業  住宅（自己用を除く。）、工場、倉庫、作業所、商業施

設、教育施設、体育施設、遊戯施設、医療施設、保養施設、社会福祉施設、駐

車場、資材置場等の建設又は土石の採取、捨土、廃棄物による埋立て等の目的

で行う一団の土地の区画形質の変更及び用途の変更（新たな建設若しくは埋立

て等をし、又は建て替え若しくは大規模な改修をするものに限る。）に関する

事業をいう。  

(２ ) 施行区域  土地利用事業を行う土地の区域をいう。  

(３ ) 事業者  土地利用事業に関する工事の請負契約の注文者又は請負契約によ

らないで自らその工事を施行する者をいう。  

(４ ) 工事施行者  土地利用事業に関する工事の請負人をいう。  

(５ ) 公共施設  道路、上水道、下水道、公園、広場、緑地、河川、水路、排水

施設、防災施設及び消防施設をいう。  

(６ ) 公益的施設  教育、医療、交通、行政、集会、福祉、保安、文化、通信、

サービス及び管理等の施設をいう。  

（適用除外）  

第３条  この要綱は、次の各号のいずれかに該当する土地利用事業については、適

用しない。  

(１ ) 施行区域の面積が１，０００平方メートルに満たない土地利用事業  

(２ ) 国又は地方公共団体が行う土地利用事業  

(３ ) 土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）第２条第１項に規定する土

地区画整理事業として行う土地利用事業  



 

(４ ) 国又は地方公共団体の助成を受けて行う農業又は林業に係る土地利用事業  

(５ ) その他市長が公益上必要と認める土地利用事業  

２  前項第１号の規定にかかわらず、同一の事業者（社会通念上事業者と同一であ

ると認められる者を含む。）が土地利用事業完了後１年以内にその拡張を行う場

合、当該拡張が行われる土地利用事業と拡張前の土地利用事業とを一体のものと

みなしてこの要綱の規定を適用する。  

３  第２条第１号に規定する用途の変更に該当しない場合において、この要綱の規

定に基づき設置された防災施設又は緑地を変更しようとするときには、この要綱

の規定を適用する。  

（事業者の責務）  

第４条  事業者は、土地利用事業の施行に当たっては、安全で良好な生活環境が適

正に確保されるよう自ら努めるとともに、県及び市の土地利用計画、総合計画等

との整合性を図るほか、県及び市が実施する土地利用に関する施策に協力しなけ

ればならない。  

２  事業者は、土地利用事業の計画に際して、施行区域周辺の住民その他の利害関

係者（以下「住民等」という。）に対して、事前に事業の説明会を開催する等事

業計画を周知するとともに、住民等と十分に協議しなければならない。  

３  前項の協議の結果、住民等の同意が得られなかった場合には、事業者は、第６

条第２項に規定する承認申請の前に、住民等へ周知し、及び住民等と協議した経

過を市長に報告しなければならない。  

（土地利用事業の計画の基準）  

第５条  事業者は、土地利用事業に関する計画を策定しようとするときは、別表に

定める基準に適合するようにしなければならない。  

（承認の申請）  

第６条  第３条第１項各号に規定する土地利用事業以外の土地利用事業を施行しよ

うとする事業者は、法令に基づく許可、認可等の申請又は届出をする前に、あら

かじめ市長の承認を受けなければならない。  

２  事業者は、前項の承認を受けようとするときは、土地利用計画承認申請書（第

１号様式）を市長に提出しなければならない。  

（工事完成保証人）  

第７条  事業者は、第６条第１項の承認の申請をするに当たって、当該事業者が施

行しようとする土地利用事業に関する工事のうち、市長が必要と認める工事につ



 

いて工事の完了を保証する者（以下「工事完成保証人」という。）を立てなけれ

ばならない。  

２  工事完成保証人は、第１７条に規定する協定の履行についても、その責めを負

うものとする。  

（承認の基準及び条件）  

第８条  市長は、第６条第１項の承認の申請に係る土地利用事業に関する計画が別

表に定める基準に適合しないと認めるときは、同項の承認をしないものとする。  

２  市長は、この要綱の施行のため必要があると認めるときは、第６条第１項の承

認に条件を付すことができる。  

（承認の効力）  

第９条  第６条第１項の承認は、事業者が同項の承認に係る土地利用事業に関する

工事に着手しないまま２年を経過したときは、その効力を失う。  

２  前項の期間の計算方法は、承認のあった日の翌日から起算し、起算日に応当す

る日の属する月の末日をもって満了する。  

３  事業者は、第１項の期間内に第６条第１項の承認に係る土地利用事業に関する

工事を着手しないことにつき、事業者の責めに帰することのできない特別の理由

があるときは、工事着手遅延理由書（第２号様式）を市長に提出することができ

る。  

４  前項の理由書の提出があった場合において、市長がやむを得ないと認めたとき

の第１項の規定の適用については、同項中「２年」とあるのは、「２年に市長が

認める期間を加えた期間」とする。  

（事前協議）  

第１０条  次の各号のいずれかに該当する土地利用事業を施行しようとする事業者

は、第６条の申請に先立って、当該土地利用事業に関する計画について市長に協

議し、その同意を得なければならない。  

(１ ) 施行区域の面積が２０，０００平方メートル以上の土地利用事業  

(２ ) その他市長が特に必要と認める土地利用事業  

２  前項の協議の申出をしようとする事業者は、事前協議申出書（第３号様式）を

市長に提出しなければならない。  

３  事業者は、第１項の協議の同意のあった日から２年以内に、第６条第１項の承

認の申請をすることができないときは、その理由を市長に報告しなければならな

い。  



 

４  前項の報告は、経過報告書（第４号様式）によって行うものとする。  

５  第１項の規定により市長の同意を得た土地利用事業について、当該同意の日か

ら３年を経過した後、第６条第１項の規定による承認を受けようとする事業者

は、新たに第１項の規定による市長の同意を得なければならない。  

６  前項の期間の計算方法は、前条第２項の規定を準用する。  

７  第８条の規定は、市長が第１項の規定による同意をする場合について準用す

る。  

（地位の承継）  

第１１条  次に掲げる土地利用事業について事業者となる地位の承継をしようとす

るときは、譲り受けようとする者及び譲り渡そうとする者は、あらかじめ地位承

継承認申請書（第５号様式）を市長に提出し、その承認を得なければならない。  

(１ ) 第６条第１項の承認を受けた事業  

(２ ) 第６条第２項の申請をした事業  

(３ ) 第１０条第１項の同意を得た事業  

２  前項各号に掲げる土地利用事業の事業者の相続人その他の一般承継人は、被承

継人が有していた地位を承継する。  

３  前項の規定により被承継人が有していた地位を承継したものは、地位承継届

（第６号様式）を市長に提出しなければならない。  

（変更の承認）  

第１２条  事業者は、次に掲げる事項を変更しようとするときは、当該変更に係る

工事に着手する前に変更承認申請書（第７号様式）を市長に提出し、その承認を

受けなければならない。  

(１ ) 施行区域の面積  

(２ ) 工事の設計内容  

２  第８条第２項の規定は、市長が前項の承認をしようとする場合について準用す

る。  

３  第１項の規定は、市長が防災上及び環境保全上支障がないと認める軽微な変更

については適用しない。  

４  土地利用事業の目的の変更は、新たな土地利用事業とみなす。  

（届出）  

第１３条  事業者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、速やかに当該各号に

定める届出書を提出しなければならない。  



 

(１ ) 氏名若しくは名称、住所又は法人にあってはその代表者の氏名を変更した

とき  第８号様式  

(２ ) 工事施行者を変更したとき  第９号様式  

(３ ) 工事に着手しようとするとき、若しくはその工事が完了したとき又は工事

を１月以上中止しようとするとき、若しくはその工事を再開しようとするとき  

第１０号様式  

(４ ) 承認申請の取下げをしようとするとき  第１１号様式  

(５ ) 事業を廃止しようとするとき  第１２号様式  

(６ ) その他前条第３項に該当する軽微な変更をしようとするとき  第１３号様

式  

（関連公共施設の整備）  

第１４条  土地利用事業の施行に関連して必要となる公共施設は、原則として事業

者の負担において整備しなければならない。  

２  前項の規定により整備された公共施設は、原則として当該施設を管理する者に

移管するものとする。  

（関連公益的施設の設置）  

第１５条  前条第１項に定める公共施設のほか、土地利用事業の施行に関連して必

要となる公益的施設を原則として事業者の負担において、有効な利用が確保され

るような位置及び規模で設置するものとする。  

２  前項の規定により設置された公益的施設は、原則として当該施設を管理する者

に移管するものとする。  

（公共、公益的施設の帰属等及び管理の引継ぎ）  

第１６条  第１４条第１項の規定により整備された公共施設及び前条第１項の規定

により設置された公益的施設の帰属等及び管理の引継ぎについては、法令に定め

があるものを除き、別表の一般基準第６項の規定のとおり行うものとする。  

（公共施設の補修）  

第１６条の２  藤枝市の管理に属した公共施設（施工区域の面積が、３，０００平

方メートル以上の土地利用事業により設置されたものに限る。）に、通常の使用

に支障が生ずる程度の不具合が生じた場合には、事業者はその不具合を補修しな

ければならない。ただし、天変地異及び事故により生じた不具合についてはこの

限りでない。  

２  前項の規定は、その公共施設が藤枝市の管理に属した日（宅地の分譲事業にあ



 

っては、藤枝市の管理に属した日又は最初の分譲契約を締結した日のいずれか遅

い方の日）から２年を経過する日までの間適用する。  

３  前２項の規定は、公共施設の補修に関し、別に事業者が市と協定を締結した場

合には適用しない。  

（協定の締結）  

第１７条  市長は、この要綱に基づく指導を適正に行うため、必要があると認める

ときは、次に掲げる事項について、事業者との間に協定を締結するものとする。  

(１ ) 工事の施工方法又は防災工事の施工を確保するための措置  

(２ ) 工事完了後の施設の管理  

(３ ) 自然環境又は生活環境の保全等  

２  事業者は、当該土地利用事業施行区域周辺の住民等との良好な関係の保持と工

事中の事故の防止のため市長が必要と認めた場合には、当該事業の工事に関する

協定を住民等と締結するものとする。  

３  事業者は、土地利用事業に起因して発生すると思われる災害に対処するため、

市長が必要と認める場合は、災害補償等に関する事項について、住民等と協定を

締結するものとする。  

（会員等の募集）  

第１８条  土地利用事業の施行により設置される施設を他の一般の利用者に比して

有利な条件で継続的に利用することのできる権利を有することとなる者の募集

（以下「会員等の募集」という。）は、第６条第１項の承認を受けた後でなけれ

ばしてはならない。  

２  事業者は、会員等の募集をしようとするときは、あらかじめ、会員等の募集届

（第１４号様式）を市長に提出しなければならない。  

（調査）  

第１９条  市長は、この要綱の施行のため必要な限度において、土地利用事業に関

する土地その他の物件又は工事の状況を調査することについて、協力を求めるこ

とができる。  

２  前項の調査は、次に掲げる場合に行うものとする。  

(１ ) 第６条第１項の承認の申請、第１０条第１項の協議の申出又は第１２条の

変更承認の申請があったとき。  

(２ ) 防災工事施工中又はその工事が完了したとき。  

(３ ) 防災工事以外の工事施工中又はその工事が完了したとき。  



 

(４ ) その他市長が特に必要と認めるとき。  

（報告、勧告等）  

第２０条  市長は、事業者又は工事施行者に対し、その施行する土地利用事業に関

し、この要綱の施行のため必要な限度において、報告若しくは資料の提出を求

め、又は必要な勧告若しくは助言をすることができる。  

２  市長は、前項の規定による勧告又は助言をした場合において、必要があると認

めるときは、その勧告又は助言を受けた者に対し、その勧告又は助言に基づいて

講じた措置について是正報告書（第１５号様式）により報告させるものとする。  

（警告及び公表）  

第２１条  市長は、事業者が第６条の承認を受けないで土地利用事業を施行したと

き、又は前条第１項の勧告を受けた者が、なお勧告に従わないときは、警告を行

う。  

２  市長は、前項の警告を受けた者が、なお勧告に従わない場合は、事業者名、工

事施行者名、事業内容、勧告の内容及び理由等について公表することができる。  

（補則）  

第２２条  第６条第１項の承認後に都市計画法（昭和４３年法律第１００号）の規

定により行われた申請、届出、検査その他の手続は、この要綱の相当する規定の

手続とみなす。  

附  則  

（施行期日）  

１  この告示は、平成６年７月１日から施行する。  

（藤枝市住宅地造成事業に関する指導要綱の廃止）  

２  藤枝市住宅地造成事業に関する指導要綱（昭和４７年６月３０日藤枝市告示第

２９号。以下「旧要綱」という。）は、廃止する。  

（経過措置）  

３  この告示の施行前に藤枝市土地利用対策委員会設置規則（（昭和６０年藤枝市

規則第３７号）以下「旧規則」という。）の規定により承認を受けた土地利用事

業に対する土地利用事業の適正化に関する指導要綱（以下「新要綱」という。）

第９条の規定の適用については、同条第２項中「承認のあった日」とあるのは、

「この告示の施行の日」とする。  

４  この告示の施行前に旧規則の規定によりなされた承認の申請で、この告示の施

行の際現にこれに対する承認がなされていないものの処理については、なお従前



 

の例による。  

５  この告示の施行前に旧規則の規定によりなされた承認の申請で、旧要綱第２条

の規定に係るものの旧要綱第６条第１項の規定の適用については、なお従前の例

による。  

６  この告示の施行の際旧規則の規定により提出されている申請書等は、新要綱の

相当する規定により提出された申請書等とみなす。  

附  則  

１  この告示は、平成８年４月１日から施行する。  

２  この告示による改正後の藤枝市土地利用事業の適正化に関する指導要綱の規定

は、平成８年４月１日以後に施行する土地利用事業（同日前までに藤枝市土地利

用対策委員会において審議された土地利用事業及び審議を継続している土地利用

事業（以下「改正前の土地利用事業」という。）を除く。）について適用し、同

日前の施行に係る土地利用事業及び改正前の土地利用事業については、改正前の

藤枝市土地利用事業の適正化に関する指導要綱の規定（改正前の第２１条を除

く。）を適用する。  

附  則  

１  この告示は、平成１２年４月１日から施行する。  

２  改正後の第１６条の２の規定は、施行日以後に市の管理に属することとなる公

共施設について適用し、施行日前に市の管理に属した公共施設についてはなお従

前の例による。  

附  則  

この告示は、平成１３年８月１日から施行する。  

  附  則（平成１９年３月１２日告示第１９号）  

この告示は、平成１９年４月１日から施行する。  

附  則（平成２０年３月２８日告示第３９号）  

この告示は、平成２０年４月１日から施行する。  

附  則（平成２３年３月３１日告示第７５号）  

この告示は、平成２３年４月１日から施行する。  

附  則（平成２４年３月３０日告示第４８号）  

この告示は、平成２４年４月１日から施行する。  

附  則（平成２４年１０月１日告示第２１４号）  

この告示は、平成２４年１０月１日から施行する。  



 

附  則（平成２５年４月１日告示第８７号）  

この告示は、平成２５年４月１日から施行する。  

附  則（平成２６年４月１日告示第１０８号）  

この告示は、平成２６年４月１日から施行する。  

附  則（平成２８年４月１日告示第６４号）  

この告示は、平成２８年４月１日から施行する。   

附  則（平成２９年３月３１日告示第８７号）  

この告示は、平成２９年４月１日から施行する。  

附  則（令和２年４月１日告示第６１号）  

この告示は、令和２年４月１日から施行する。  

附  則（令和３年４月１日告示第９５号）  

この告示は、令和３年４月１日から施行する。  

附  則（令和３年６月１日告示第２０４号）  

この告示は、令和３年６月１日から施行する。  

  附  則（令和４年９月２７日告示第２３３号）  

この告示は、公示の日から施行する。ただし、別表第３個別基準の部１住宅地の款

施設の項第１号及び第８号の改正規定は、令和４年１０月１日から施行する。  

  附  則（令和５年２月２０日告示第１６号）  

この告示は、令和５年４月１日から施行する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別表（第５条関係）  

第１  一般基準及び個別基準  

土地利用事業の基準は、一般基準及び個別基準とする。  

第２  一般基準  

土地利用事業の一般基準は、次に掲げるとおりとする。  

１  土地利用事業は、藤枝市国土利用計画の趣旨に沿って立地されるものであっ

て、次に掲げる地域ごとの承認の基準に適合するものであること。  

(1) 都市地域  

ア  市街化区域  

市街地としての適正な土地利用を図る土地利用事業であること。  

イ  市街化調整区域  

無秩序な市街化を促進するおそれがある土地利用事業の施行は、認めない

ものとする。  

(2) 農業地域  

ア  農用地区域  

土地利用事業の施行は、認めないものとする。  

(3) 森林地域  

ア  保安林及び保安施設地区  

土地利用事業の施行は、原則として認めないものとする。  

イ  保安林及び保安施設地区以外の森林地域  

次に掲げる森林の区域内における土地利用事業の施行は、極力これらの森

林の区域外に指向させるものとする。  

（ア）  地域森林計画において、樹根及び表土の保全に特に留意すべきもの

として定められている森林  

（イ）  飲用水、かんがい用水等の水源として依存度の高い森林  

（ウ）  地域森林計画において自然環境の保全及び形成並びに保健休養のた

め伐採方法を特定する必要があるものとして定められている森林、生活環

境の保全及び形成のため伐採方法を特定する必要があるものとして定めら

れている森林又は特に保健保全機能を高度に発揮させる必要があるものと

して定められている森林  

（エ）  地域森林計画において更新を確保するための伐採方法又は林産物の

搬出方法を特定する必要があるものとして定められている森林  



 

（オ）  優良人工造林地又はこれに準ずる天然林  

２  施行区域内には、次に掲げる区域を含まないこと。  

(1) 農業振興地域の整備に関する法律（昭和４４年法律第５８号）に基づく農

用地区域  

(2) 静岡県自然環境保全条例（昭和４８年静岡県条例第９号）に基づく特別地

区  

(3) 文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）、静岡県文化財保護条例（昭

和３６年静岡県条例第２３号）及び藤枝市文化財保護条例（昭和５２年藤枝市

条例第９号）に基づく指定文化財の所在する地域。ただし、風致景観に著しい

影響を与えない事業、公益上必要な事業及び保存管理計画に沿って認められる

事業にあっては、この限りでない。  

３  施行区域内には、原則として次に掲げる地域を含まないこと。  

(1) 土地改良事業等の農業に対する公共投資の対象となった農地、集団的に存

在している農地及び農業生産力の高い農地  

(2) 林業整備等の林業公共投資の受益地  

(3) 県営林  

(4) 急傾斜地の崩壊による災害防止に関する法律（昭和４４年法律第５７号）

に基づく急傾斜地崩壊危険区域  

(5) 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）に基づく災害危険区域  

４  施行区域内の土地については、次に掲げる要件を満たしていること。  

(1) 第１０条第１項の規定による事前協議の申出時に施行区域内の民有地の面

積の８０パーセント以上の土地について、地権者の同意が得られていること。  

(2) 第６条第１項又は第１２条第１項の規定による承認の申請時に施行区域内

の全ての民有地について、土地利用事業の施行の妨げとなる権利を有する者の

同意が得られており、かつ、市長が必要と認める場合には、全ての民有地（農

地を除く。）について、所有権、賃借権、地上権等の当該土地を正当に使用す

ることができる権利が取得されていること。  

５  第６条第１項の承認に係わる土地利用事業に関する工事は、原則として、同項

の承認後５年以内に完了するものであること。  

６  公共、公益的施設が藤枝市の管理の属する時期に関しては、次のとおりとす

る。  



 

施設名  時期  施設名  時期  

公共

施設  

道路  所有権移転登記が

完了した日  

公益

的施

設  

義務教育施設  その都度、別途協

議により定める日  河川・水路  幼稚園  

調整池  福祉施設  

ごみ集積所  社会施設  

公園等  その他の施設  

上水道   

下水道   

防災・消防施設   

第３  個別基準  

１  住宅地  

住宅地（常時使用する独立住宅）の建設の用に供する目的で行う土地利用事業

の個別基準は、次のとおりとする。  

区

分  

個別基準  関係法令等  担当課名  

環

境  

(1) 地域の自然環境の保全のため、施行区

域及びその周辺の地域における自然環境

の特性に十分配慮すること。  

 生活環境課、

農林基盤整備

課  

(2) 保安林の境界から原則として 20メート

ル以内の区域は、造成区域から除外する

こと。  

 農林基盤整備

課  

(3) 自然環境の保全のため、自然破壊の防

止、植生の回復等に関し、次の事項に配

慮すること。  

ア  自然環境保全上特に必要があるとき

は、造成工事を数工区に区分して施工

すること。  

イ  施行区域内に良好な自然環境の存す

る土地がある場合は、当該土地につい

て保全措置が講ぜられていること。  

ウ  建築物その他の構築物の位置、規

森林法（昭和 26年

法律第 249号）第 10

条の 2第 2号、開発

行為の許可基準の

運用細則（昭和 49

年林野治第 2521号

林野庁長官通達。

以下「運用細則」

という。）、都市

計画法施行令（昭

農林基盤整備

課、建築住宅

課、都市政策

課  



 

模、構造及び色彩は、周囲の自然環境

に調和したものであること。  

和 44年政令第 158

号）第 28条の 2、建

築基準法第 69条  

(4) 水資源の確保を図るため、浸透施設の

設置等により地下水のかん養機能の保持

に配慮すること。  

森林法第 10条の 2第

2号、開発行為の許

可基準の運用につ

いて（昭和 49年林

野企第 82号農林事

務次官通達。以下

「運用基準」とい

う。）  

農林基盤整備

課、河川課、

建設管理課、

企画政策課  

施

設  

(1) 敷地面積は、次によること。  

ア  市街化区域（第一種低層住居専用地

域及び第二種低層住居専用地域を除

く。）においては、 1区画当たり 100平

方メートル以上とすること。  

イ  ア以外の地域においては、 1区画当

たりおおむね 200平方メートル以上と

すること。  

藤枝市開発許可技

術的指導基準（平

成 8年藤枝市告示第

9号。以下「技術基

準」という。）  

都市政策課  

(2) ごみ収集の利便を図るため、原則とし

てごみ集積所を設置すること。なお、設

置場所、規模等については、生活環境

課、建設管理課及び花と緑の課と協議す

ること。  

廃棄物の処理及び

清掃に関する法律

（昭和 45年法律第

137号）第 2条の 3、

第 6条、第 6条の 2第

4項  

生活環境課、

建設管理課、

花と緑の課  

(3) 水道施設の設置については、上水道課

と協議をし、維持管理の方法等が明確に

されていること。  

(4) 給水量は、水道事業管理者の承諾量に

より算出すること。  

都市計画法第 33条

第 1項第 4号  

都市政策課、

上水道課  

(5) 水道施設の設計の詳細については、上  上水道課  



 

水道課と協議して定めること。  

(6) 施行区域内のし尿及び生活雑排水の処

理は次によることとし、地下浸透放流は

行わないこと。  

ア  公共下水道処理区域内にあって

は、公共下水道の事業計画によるこ

と。  

イ  汚水処理施設を設置する場合は、

原則として 1基とし、かつ、流量変動

に対処し得ること。ただし、合併処

理浄化槽を設置する場合で、その維

持及び管理が適正に実施される見込

みがあるときはこの限りでない。  

浄化槽法（昭和 58

年法律第 43号）第 3

条第 1項、下水道法

（昭和 33年法律第

79号）第 10条第 1項  

生活環境課、

下水道課  

(7) 排水については、自然水と生活汚水等

とに区分し排水系統を明確にすること。

なお、調整池を設ける場合、生活汚水が

調整池に流入しないよう努めること。や

むを得ず流入させる場合は、生活汚水が

常時調整池等に貯留しないよう対処する

こと。  

都市計画法施行令

第 26条第 3号  

河川課、建設

管理課、下水

道課、都市政

策課  

(8) 施行区域の面積が 3,000平方メートル

以上のときの公園面積の合計は、施行区

域の面積の 3パーセント以上で 150平方メ

ートル以上とし、位置、箇所数、施設の

内容等については、花と緑の課と協議す

ること。ただし、施行区域の面積が 1ヘ

クタール未満の開発において、施行区域

の全域が都市公園等（その他公園及びふ

れあい広場を含む。）の敷地境界から半

径 500ｍ以内にある場合、公園を設けな

いことができる。  

 花と緑の課、

都市政策課  



 

(9) 造成宅地区画が 50区画以上の場合は、

集会所の設置について配慮すること。な

お、その位置、規模等については、協働

政策課と協議すること。  

技術基準  協働政策課  

(10) 消防水利の基準（昭和 39年消防庁告

示第 7号）により消火栓、防火水槽等が

設置され、消防活動に支障を来たさな

いこと。なお、その詳細について、志

太広域事務組合志太消防本部（以下

「消防本部」という。）と協議するこ

と。  

都市計画法施行令

第 25条第 8号  

消防本部、都

市政策課  

(11) 施行区域内外に必要な道路反射鏡、

防護さく、街路灯等の安全施設を設置

すること。なお、維持管理について

は、建設管理課及び道路管理者と協議

すること。  

道路法（昭和 27年

法律第 180号）第 24

条、第 30条、藤枝

市が管理する市道

の構造の技術的基

準等を定める条例

（平成 24年 12月 20

日条例第 43号）及

び道路構造令（昭

和 45年政令第 320

号）（以下「道路

構造条例等」とい

う。）  

河川課、道路

課、建設管理

課、交通安

全・地域安全

課  

防

災  

(1) 事業の施行により、雨水の流出形態が

変化し、下流の河川及び水路に新たな負

担が生ずる場合は、原則として河川及び

水路を新設又は改修すること。なお、改

修規模については、別に河川管理者と協

議すること。  

(2) 施行区域面積が 3,000平方メートル以

都市計画法施行令

第 26条第 2号、河川

等への排水の設計

基準について（平

成 7年都計第 181号

静岡県都市住宅部

長通知。以下「河

都市政策課、

河川課、建設

管理課  



 

上の場合で、 (1)による河川及び水路の

改修ができない場合は、技術基準による

調整池を設置すること。  

(3) (1)による河川及び水路改修ができな

いときは、施行区域面積が、 3,000平方

メートル未満の場合であっても、区画ご

とに浸透桝を設置する等の地質の状況に

応じた雨水排水対策を講ずること。  

(4) 調整池を設置する場合において、下流

の河川及び水路の流下能力が、 1年確率

降雨量に対し不足するときは、原則とし

てその不足部分を改修すること。  

川等への排水基

準」という。）、

技術基準  

(5) 施行区域又はその周辺若しくは下流の

土地に湛水地域がある場合には、事業の

施行により施行区域周辺若しくは下流の

土地又は河川に支障のないよう排水計画

が立てられていること。  

都市計画法施行令

第 26条第 2号、森林

法第 10条の 2第 2項

第 1号、同項第 1号

の 2、運用基準  

都市政策課、

河川課、農林

基盤整備課  

(6) 河川を新設又は改修する場合の構造

は、藤枝市が管理する準用河川に設ける

河川管理施設等の構造の技術的基準を定

める条例（平成 25年藤枝市条例第 16号、

以下「河川管理施設等構造条例」とい

う。）に基づいていること。  

河川法（昭和 39年

法律第 167号）第 13

条、河川管理施設

等構造条例  

河川課、建設

管理課  

(7) 施行区域内にある河状を成している土

地は、原則として現況の形態を尊重した

土地利用計画とすること。  

都市計画法第 33条

第 1項第 3号、砂防

指定地及び地すべ

り防止地域内にお

ける大規模開発審

査基準（案）（昭

和 49年建河防発第

20号建設省河川局

都市政策課、

河川課、道路

課、建設管理

課、農林基盤

整備課  



 

砂防課長通達。以

下「砂防基準案」

という。）、宅地

造成事業に係る開

発行為の審査等に

ついて（昭和 49年

林野治第 2425号林

野庁長官通達）  

(8) 雨水の排水路は、原則として開きょと

すること。  

都市計画法施行令

第 26条第 3号、都市

計画法施行規則

（昭和 44年建設省

令第 49号）第 26

条、宅地防災マニ

ュアル、砂防基準

案  

都市政策課、

建設管理課、

下水道課  

(9) 造成工事によって生ずる流出土砂の防

止は、次によること。  

ア  土砂流出防止施設は、砂防えん堤を

設置するものとし、土砂量の算出及び

えん堤の構造は、静岡県土地利用事業

の適正化に関する指導要綱（昭和 42年

静岡県告示第 1209号。以下「県要綱」

という。）によること。  

イ  地形、地質等により砂防えん堤を

設置できない場合は、県要綱による

沈砂池を設置すること。  

都市計画法施行令

第 26条第 3号、河川

等への排水基準、

森林法第 10条の 2第

2項第 1号、運用基

準、砂防基準案  

都市政策課、

河川課、道路

課、建設管理

課、農林基盤

整備課  

(10) 切土高及び盛土高は、原則として 15

メートル以内とすること。  

砂防基準案  河川課、道路

課、建設管理

課、建築住宅

課、都市政策



 

課  

(11) 盛土ののり長が 20メートル以上とな

る場合は、原則としてのり長の 3分の 1

以上を擁壁、のり枠等の永久構造物に

より被覆すること。  

砂防基準案  河川課、道路

課、建設管理

課、建築住宅

課  

(12) 残土又は不足土が生ずる場合は、防

災及び自然環境の保全について十分配

慮した措置方法を明示すること。  

技術基準  都市政策課  

(13) 事業に必要な土砂等の搬出入をする

場合は、土砂搬出入先、運搬業者（車

両ナンバー）、運搬経路等を明確にす

ること。なお、搬出入する土砂の総量

が 1,000立方メートル以上の場合にあっ

ては市と土砂運搬協定を締結し、 1,000

立方メートル未満の場合にあっては協

議書を提出すること。  

 交通安全・地

域安全課、都

市政策課  

(14) 土砂運搬に際しては、飛散及び落下

の防止に十分注意すること。  

道路法第 43条  道路課、建設

管理課  

道

路  

(1) 施行区域内の汚水、雨水、土砂等は、

道路管理者と事前に協議が成立したもの

を除き、道路法第 2条第 1項に規定する道

路（以下「認定道路」という。）の側溝

その他認定道路の施設に排出しないこ

と。  

都市計画法施行令

第 26条  

河川課、道路

課、建設管理

課、都市政策

課  

(2) 施行区域内の道路は、アスファルト舗

装要綱又はコンクリート舗装要綱（日本

道路協会編）により舗装すること。  

都市計画法第 33

条、道路法、道路

構造条例等  

道路課、建設

管理課、都市

政策課  

(3) 施行区域内の市に帰属されることとな

る道路は幹線道路とそれ以外の道路（以

下「支線」という。）に区分され、構造

は道路構造条例等に適合すること。この

都市計画法施行令

第 25条、道路構造

条例等  

建設管理課、

道路課、都市

政策課  



 

場合において、幹線道路は歩道が設置さ

れていること。  

(4) 幹線道路の認定道路への取付けは、道

路管理者と協議すること。この場合にお

いて、当該取付部分の構造は、道路構造

条例等に適合すること。  

道路構造条例等  道路課、建設

管理課  

(5) 道路等ののり面は、地質等を考慮した

安全な構造とし、周囲の景観と調和して

いること。  

都市計画法施行規

則第 23条  

河川課、道路

課、建設管理

課、都市政策

課  

(6) 幹線道路が日交通量 2,000台以上の認

定道路に接続する場合は、認定道路への

右折車線の設置又は信号機の取付けにつ

いて道路管理者及び交通安全・地域安全

課と協議の上、公安委員会と協議するこ

と。  

(7) 認定道路を使用するに当たり、既存認

定道路が未整備の場合は道路管理者と協

議し、必要に応じて拡幅等の整備を行う

こと。  

道路法第 24条、第

30条、道路構造条

例等  

道路課、建設

管理課、交通

安全・地域安

全課、公安委

員会  

そ

の

他  

(1) 前各項の個別基準に定めるもののほ

か、土地利用事業に関する計画が、技術

基準及び森林法第 10条の 2第 2項の許可基

準に適合したものであること。  

都市計画法第 33

条、宅地造成規制

法（昭和 36年法律

第 191号）第 9条、

宅地造成事業に係

る開発行為等の審

査について、技術

基準  

都市政策課、

建築住宅課、

農林基盤整備

課  

(2) 施行区域内にある国土交通省所管国有

財産の取扱いについては、藤枝市及び静

岡県と協議すること。  

国有財産取扱規則

（昭和 30年建設省

令第 1号）第 4条  

建設管理課  



 

(3) 事業者は、当該土地利用事業を行うた

めに必要な資力及び信用があること。  

都市計画法第 33条

第 1項第 12号、森林

法第 10条の 2第 2

項、運用基準  

都市政策課、

農林基盤整備

課  

(4) 市に移管する施設以外の施設の管理に

ついては、管理者及び管理方法を定めて

管理責任の所在を明らかにし、当該施設

の維持、修繕、災害復旧その他の管理に

ついて支障のないよう措置すること。  

 都市政策課  

(5) 事業計画の策定に当たり、施行区域内

における文化財の所在の有無を市教育委

員会に確認し、その取扱いについて協議

すること。  

(6) 工事中に埋蔵文化財を発見した場合

は、現状を変更することなく、市教育委

員会へ直ちに連絡し、対応を協議するこ

と。  

文化財保護法第 57

条の 2、第 57条の

3、第 57条の 5、第

57条の 6、遺失物法

（平成 18年法律第

73号）第 1条第 1項  

文化財課  

(7) 造成地の分譲等に当たっては、分譲地

取得者に対して、地区計画、建築協定、

建蔽率、容積率、建築物の高さ、区画の

再分割の防止、緑地の保全、給水・排水

施設の整備状況等について売買契約書及

び重要事項説明書に明記するなどの措置

が明確にされていること。  

宅地建物取引業法

（昭和 27年法律第

176号）第 35条、第

37条  

建築住宅課、

都市政策課、

花と緑の課、

上水道課、下

水道課  

(8) 公共施設として帰属する土地に地上

権、抵当権、賃貸借による権利その他所

有権以外の権利があるときは、都市計画

法第 40条に基づく帰属前にこれを消滅す

ること。  

 建設管理課、

花と緑の課、

消防本部、都

市政策課、上

水道課  

(9) 建設工事中周辺地域の交通安全を確保

し、及び交通に重大な支障を及ぼさない

 交通安全・地

域安全課  



 

こと。  

(10) 工事中の騒音、振動その他公害につ

いても十分な対策がなされているこ

と。  

 生活環境課  

２  集合住宅（マンション・共同住宅）  

集合住宅（マンション・共同住宅）の建設の用に供する目的で行う土地利用事

業の個別基準は次のとおりとする。  

区

分  

個別基準  関係法令等  担当課名  

環

境  

(1) 地域の自然環境の保全のため、施行区

域及びその周辺の地域における自然環境

の特性に十分配慮すること。  

 生活環境課、

農林基盤整備

課  

(2) 保安林の境界から原則として 20メート

ル以内の区域は、造成区域から除外する

こと。  

 農林基盤整備

課  

(3) 自然環境の保全のため、自然破壊の防

止、植生の回復等に関し、次の事項に配

慮すること。  

ア  自然環境保全上特に必要があると

きは、造成工事を数工区に区分して

施工すること。  

イ  施行区域内に良好な自然環境の存

する土地がある場合は、当該土地に

ついて保全措置が講ぜられているこ

と。  

ウ  建築物その他の構築物の位置、規

模、構造及び色彩は、周囲の自然環

境に調和したものであること。  

森林法第 10条の 2第

2号、運用細則、都

市計画法施行令第

28条の 2、建築基準

法第 69条  

農林基盤整備

課、建築住宅

課、都市政策

課  

(4) 水資源の確保を図るため、浸透施設の

設置等により地下水のかん養機能の保持

に配慮すること。  

森林法第 10条の 2第

2号、運用基準  

農林基盤整備

課、河川課、

建設管理課、



 

企画政策課  

施

設  

(1) ごみ収集の利便を図るため、原則とし

てごみ集積所を設置すること。なお、設

置場所、規模等については、生活環境

課、建設管理課及び花と緑の課と協議す

ること。  

廃棄物の処理及び

清掃に関する法律

第 2条の 3、第 6条の

2第 4項  

生活環境課、

建設管理課、

花と緑の課  

(2) 水道施設の設置については、上水道課

と協議をし、維持管理の方法等が明確に

されていること。  

(3) 給水量は、水道事業管理者の承諾量に

より算出すること。  

都市計画法第 33条

第 1項第 4号  

都市政策課、

上水道課  

(4) 水道施設の設計の詳細については、上

水道課と協議して定めること。  

 上水道課  

(5) 施行区域内のし尿及び生活雑排水の処

理は次によることとし、地下浸透放流は

行わないこと。  

ア  公共下水道処理区域内にあって

は、公共下水道の事業計画によるこ

と。  

イ  汚水処理施設を設置する場合は、

原則として 1基とし、かつ、流量変動

に対処し得ること。ただし、合併処

理浄化槽を設置する場合で、その維

持及び管理が適正に実施される見込

みがあるときはこの限りでない。  

浄化槽法第 3条第 1

項、下水道法第 10

条第 1項  

生活環境課、

下水道課  

(6) 排水については、自然水と生活汚水等

とに区分し排水系統を明確にすること。  

都市計画法施行令

第 26条第 3号  

河川課、建設

管理課、下水

道課、都市政

策課  

(7) ・面積の合計が施行区域の面積の 6パ

ーセント以上の公園、緑地又は広場を花

 花と緑の課、

都市政策課  



 

と緑の課との協議の上設置すること。た

だし、中心市街地活性化基本計画の計画

区域で土地区画整理事業の施行区域内の

開発にあっては、公園等の種別は緑地又

は広場とし、その総面積の 2分の 1まで屋

上又は壁面緑化等とすることができる。  

 ・中心市街地活性化基本計画の計画区

域内の開発にあっては、道路境界線から

2メートル以内の緑地帯について、その

面積に 1.3を乗じた値を緑地面積として

算定することができる。  

(8) (7)の場合において施行区域の面積が 2

ヘクタール以上のときは、面積が 1か所

につき 1,000平方メートル以上で、か

つ、その面積の合計が施行区域面積の 3

パーセント以上となる公園を 1か所（施

行区域の面積が 10ヘクタール以上のとき

は、 2か所）以上設置すること。  

都市計画法第 33

条、都市計画法施

行令第 25条第 7号  

花と緑の課、

都市政策課  

(9) 分譲マンションの場合は、管理組合等

の集会を行う場所について、協働政策課

と協議し、管理組合等の集会を行う適切

な場所を定めること。  

 協働政策課  

(10) 消防水利の基準により消火栓、防火

水槽等が設置され、消防活動に支障を

来たさないこと。なお、この詳細につ

いて、消防本部と協議すること。  

(11) はしご車の進入路及び活動空地を確

保し、はしごの空中障害となる樹木、

電柱等を植栽、設置等をしないこと。

なお、この詳細について、消防本部と

協議すること。  

都市計画法施行令

第 25条第 8号、消防

法（昭和 23年法律

第 186号）、消防法

施行令（昭和 36年

政令第 37号）  

消防本部、都

市政策課  



 

(12) 施行区域内外に必要な道路反射鏡、

防護さく、街路灯等の安全施設を設置

すること。なお、維持管理について

は、建設管理課及び道路管理者と協議

すること。  

道路法第 24条、第

30条、道路構造条

例等  

河川課、道路

課、建設管理

課、交通安

全・地域安全

課  

防

災  

(1) 事業の施行により、雨水の流出形態が

変化し、下流の河川及び水路に新たな負

担が生ずる場合は、原則として河川及び

水路を新設又は改修すること。なお、改

修規模については、別に河川管理者と協

議すること。  

(2) (1)による河川及び水路の改修ができ

ない場合は、技術基準による調整池を設

置すること。  

(3) 調整池を設置する場合において、下流

の河川及び水路の流下能力が、 1年確率

降雨量に対し不足するときは、原則とし

てその不足部分を改修すること。  

都市計画法施行令

第 26条第 2号、河川

等への排水基準、

技術基準  

都市政策課、

河川課、建設

管理課  

(4) 施行区域又はその周辺若しくは下流の

土地に湛水地域がある場合には、事業の

施行により施行区域周辺若しくは下流の

土地又は河川に支障のないよう排水計画

が立てられていること。  

都市計画法施行令

第 26条第 2号、森林

法第 10条の 2第 2項

第 1号、同項第 1号

の 2、運用基準  

都市政策課、

河川課、農林

基盤整備課  

(5) 河川を新設又は改修する場合の構造

は、河川管理施設等構造条例に基づいて

いること。  

河川法第 13条、河

川管理施設等構造

条例  

河川課、建設

管理課  

(6) 施行区域内にある河状を成している土

地は、原則として現況の形態を尊重した

土地利用計画とすること。  

都市計画法第 33条

第 1項第 3号、砂防

基準案、宅地造成

事業に係る開発行

為の審査等につい

都市政策課、

河川課、道路

課、建設管理

課、農林基盤

整備課  



 

て  

(7) 雨水の排水路は、原則として開きょと

すること。  

都市計画法施行令

第 26条第 3号、都市

計画法施行規則第

26条、宅地防災マ

ニュアル、砂防基

準案  

都市政策課、

建設管理課、

下水道課  

(8) 造成工事によって生ずる流出土砂の防

止は、次によること。  

ア  土砂流出防止施設は、砂防えん堤

を設置するものとし、土砂量の算出

及びえん堤の構造は、県要綱による

こと。  

イ  地形地質等により砂防えん堤を設

置できない場合は、県要綱による沈

砂池を設置すること。  

都市計画法施行令

第 26条第 3号、河川

等への排水基準、

森林法第 10条の 2第

2項第 1号、運用基

準、砂防基準案  

都市政策課、

河川課、道路

課、建設管理

課、農林基盤

整備課  

(9) 切土高及び盛土高は、原則として 15メ

ートル以内とすること。  

砂防基準案  河川課、道路

課、建設管理

課、建築住宅

課、都市政策

課  

(10) 盛土ののり長が 20メートル以上とな

る場合は、原則としてのり長の 3分の 1

以上を擁壁、のり枠等の永久構造物に

より被覆すること。  

砂防基準案  河川課、道路

課、建設管理

課、建築住宅

課  

(11) 残土又は不足土が生ずる場合は、防

災及び自然環境の保全について十分配

慮した措置方法を明示すること。  

技術基準  都市政策課  

(12) 事業に必要な土砂等の搬出入をする

場合は、土砂搬出入先、運搬業者（車

両ナンバー）、運搬経路等を明確にす

 交通安全・地

域安全課、都

市政策課  



 

ること。なお、搬出入する土砂の総量

が 1,000立方メートル以上の場合にあっ

ては市と土砂運搬協定を締結し、 1,000

立方メートル未満の場合にあっては協

議書を提出すること。  

(13) 土砂運搬に際しては、飛散及び落下

の防止に十分注意すること。  

道路法第 43条  道路課、建設

管理課  

道

路  

(1) 認定道路に面する出入口は原則として

2か所以内であること。  

 道路課、建設

管理課、協働

政策課、公安

委員会  

(2) 施行区域内の汚水、雨水、土砂等は、

道路管理者と事前に協議が成立したもの

を除き、認定道路の側溝その他認定道路

の施設に排出しないこと。  

都市計画法施行令

第 26条  

河川課、道路

課、建設管理

課、都市政策

課  

(3) 施行区域内の道路は、アスファルト舗

装要綱等により舗装すること。  

都市計画法第 33

条、道路法、道路

構造条例等  

道路課、建設

管理課、都市

政策課  

(4) 施行区域内の市に帰属されることとな

る道路は幹線と支線に区分され、構造は

道路構造条例等に適合すること。この場

合において、幹線道路は歩道が設置され

ていること。  

都市計画法施行令

第 25条、道路構造

条例等  

都市政策課、

道路課、建設

管理課  

(5) 幹線道路の認定道路への取付けは、道

路管理者と協議すること。この場合にお

いて、当該取付部分の構造は、道路構造

条例等に適合すること。  

道路構造条例等  道路課、建設

管理課  

(6) 道路等ののり面は、地質等を考慮した

安全な構造とし、周囲の景観と調和して

いること。  

都市計画法施行規

則第 23条  

河川課、道路

課、建設管理

課、都市政策

課  



 

(7) 幹線道路が日交通量 2,000台以上の認

定道路に接続する場合は、認定道路への

右折車線の設置又は信号機の取付けにつ

いて道路管理者及び交通安全・地域安全

課と協議の上、公安委員会と協議するこ

と。  

(8) 認定道路を使用するに当たり、既存認

定道路が未整備の場合は道路管理者と協

議し、必要に応じて拡幅等の整備を行う

こと。  

道路法第 24条、第

30条、道路構造条

例等  

道路課、建設

管理課、交通

安全・地域安

全課、公安委

員会  

(9) 幹線道路は、原則として大型車が通行

可能な建築基準法第 42条第 1項各号に掲

げる道路に接続し、行き止まりにならな

いものとするとともに、背後地への通行

が可能になるように措置されているこ

と。  

都市計画法施行令

第 25条第 1号、都市

計画法施行規則第

24条第 5号  

都市政策課、

道路課、建設

管理課  

そ

の

他  

(1) 前各項の個別基準に定めるもののほ

か、土地利用事業に関する計画が、技術

基準及び森林法第 10条の 2第 2項の許可基

準に適合したものであること。  

都市計画法第 33

条、宅地造成規制

法第 9条、宅地造成

事業に係る開発行

為等の審査につい

て、技術基準  

都市政策課、

建築住宅課、

農林基盤整備

課  

(2) 施行区域内にある国土交通省所管国有

財産の取扱いについては、藤枝市及び静

岡県と協議すること。  

国有財産取扱規則

第 4条  

建設管理課  

(3) 事業者は、当該土地利用事業を行うた

めに必要な資力及び信用があること。  

都市計画法第 33条

第 1項第 12号、森林

法第 10条の 2第 2

項、運用基準  

都市政策課、

農林基盤整備

課  

(4) 市に移管する施設以外の施設の管理に

ついては、管理者及び管理方法を定めて

 都市政策課  



 

管理責任の所在を明らかにし、当該施設

の維持、修繕、災害復旧その他の管理に

ついて支障のないよう措置すること。  

(5) 事業計画の策定に当たり、施行区域内

における文化財の所在の有無を市教育委

員会に確認し、その取扱いについて協議

すること。  

(6) 工事中に埋蔵文化財を発見した場合

は、現状を変更することなく、市教育委

員会へ直ちに連絡し、対応を協議するこ

と。  

文化財保護法第 57

条の 2、第 57条の

3、第 57条の 5、第

57条の 6、遺失物法

第 1条第 1項  

文化財課  

(7) 公共施設として帰属する土地に地上

権、抵当権、賃貸借による権利その他所

有権以外の権利があるときは、都市計画

法第 40条に基づく帰属前にこれを消滅す

ること。  

 建設管理課、

花と緑の課、

消防本部、都

市政策課、上

水道課  

(8) 建設工事中周辺地域の交通安全を確保

し、及び交通に重大な支障を及ぼさない

こと。  

 交通安全・地

域安全課  

(9) 工事中の騒音、振動その他公害につい

ても十分な対策がなされていること。  

 生活環境課  

３  工場  

工場（生産施設を有する建物）の建設の用に供する目的で行う土地利用事業の

個別基準は、次のとおりとする。  

区

分  

個別基準  関係法令等  担当課名  

環

境  

(1) 地域の自然環境の保全のため、施行区

域及びその周辺の地域における自然環境

の特性に十分配慮すること。  

 生活環境課、

農林基盤整備

課  

(2) 市街化区域外の区域において施行区域

内の森林を転用する場合は、施行区域内

森林法第 10条の 2第

2項、運用細則  

農林基盤整備

課  



 

の森林面積に対する残置し、又は造成す

る森林の面積の割合は、原則として 25パ

ーセント以上とすること。  

(3) 保安林の境界から原則として 20メート

ル以内の区域は、造成区域から除外する

こと。  

 農林基盤整備

課  

(4) 自然環境の保全のため、自然破壊の防

止、植生の回復等に関し、次の事項に配

慮すること。  

ア  自然環境保全上特に必要があると

きは、造成工事を数工区に区分して

施工すること。  

イ  施行区域内に良好な自然環境の存

する土地がある場合は、当該土地に

ついて保全措置が講ぜられているこ

と。  

ウ  建築物その他の構築物の位置、規

模、構造及び色彩は周囲の自然環境

に調和したものであること。  

森林法第 10条の 2第

2項、運用細則、都

市計画法施行令第

28条の 2、建築基準

法第 69条  

農林基盤整備

課、建築住宅

課、都市政策

課  

(5) 水資源の確保を図るため、浸透施設の

設置等により地下水のかん養機能の保持

に配慮すること。  

森林法第 10条の 2第

2号、運用基準  

農林基盤整備

課、河川課、

建設管理課、

企画政策課  

(6) 地下水を工業用水に利用する場合に

は、環境を阻害しない利用であること。  

静岡県地下水の採

取に関する条例

（昭和 52年静岡県

条例第 25号）  

企画政策課  

施

設  

(1) 工場分譲等を行う場合の 1区画当たり

の工場分譲面積は、原則として 1,000平

方メートル以上であること。  

 産業政策課  

(2) 敷地面積が 9,000平方メートル以上又 工場立地法、工場 産業政策課  



 

は建築面積が 3,000平方メートル以上と

なる場合は、生産施設、緑地、環境施設

等については工場立地法（昭和 34年法律

第 24号）の準則の規定に適合すること。  

立地に関する準則

（平成 10年大蔵

省、厚生省、農林

水産省、通商産業

省、運輸省告示第 1

号）  

(3) 面積の合計が施行区域面積の 6パーセ

ント以上の公園、緑地又は広場を花と緑

の課と協議の上設けること。  

 花と緑の課、

都市政策課  

(4) 大気汚染、水質汚濁等の公害対策に留

意し、除害施設の維持管理の方法等が明

確にされていること。また、新技術に伴

う各種化学物質の使用に当たっては、あ

らかじめ環境に与える影響について検討

し、新たな公害を発生させないこと。  

環境基本法（平成 5

年法律第 91号）、

静岡県生活環境の

保全等に関する条

例（平成 10年静岡

県条例第 44号）  

生活環境課  

(5) 水道施設の設置については、上水道課

と協議をし、維持管理の方法等が明確に

されていること。  

(6) 給水量は、水道事業管理者の承諾量に

より算出すること。  

都市計画法第 33条

第 1項第 4号  

都市政策課、

上水道課  

(7) 水道施設の設計の詳細については、上

水道課と協議して定めること。  

 上水道課  

(8) 施行区域内のし尿及び生活雑排水の処

理は次によることとし、地下浸透放流は

行わないこと。  

ア  公共下水道処理区域内にあっては、

公共下水道の事業計画によること。  

イ  汚水処理施設を設置する場合は、原

則として 1基とし、かつ、流量変動に

対処し得ること。ただし、合併処理浄

化槽を設置する場合で、その維持及び

浄化槽法第 3条第 1

項、下水道法第 10

条第 1項  

生活環境課、

下水道課  



 

管理が適正に実施される見込みがある

ときはこの限りでない。  

(9) 排水については、自然水と生活汚水等

とに区分し排水系統を明確にすること。  

都市計画法施行令

第 26条第 3号  

河川課、建設

管理課、下水

道課、都市政

策課  

(10) 事業活動に伴い発生するごみ（廃棄

物を含む。）は、処理方法を明確に

し、自らの責任において適正に処理す

ること。  

廃棄物の処理及び

清掃に関する法律

第 6条及び第 6条の 2 

生活環境課  

(11) 場内で大型車が転回できる空地を確

保するように努めること。  

 道路課、建設

管理課、都市

政策課  

(12) 業務又は事業に必要な駐車台数を有

する駐車場を施行区域内又は施行区域

の近隣地に確保すること。  

 交通安全・地

域安全課  

(13) 消防水利の基準により消火栓、防火

水槽等を設置し、消防活動に支障を来

たさないこと。なお、この詳細につい

て、消防本部と協議すること。  

(14) はしご車の進入路及び活動空地を確

保し、はしごの空中障害となる樹木、

電柱等を植栽、設置等をしないこと。

なお、この詳細について、消防本部と

協議すること。  

消防法、消防法施

行令、都市計画法

施行令第 25条第 8号  

消防本部、都

市政策課  

(15) 施行区域内外に必要な道路反射鏡、

防護さく、街路灯等の安全施設を設置

すること。なお、維持管理について

は、建設管理課及び道路管理者と協議

すること。  

道路法第 24条、第

30条、道路構造条

例等  

河川課、道路

課、建設管理

課、交通安

全・地域安全

課  

防 (1) 事業の施行により、雨水の流出形態が 都市計画法施行令 都市政策課、



 

災  変化し、下流の河川及び水路に新たな負

担が生ずる場合は、原則として河川及び

水路を新設又は改修すること。なお、改

修規模については、別途河川管理者と協

議すること。  

(2)  (1)による河川及び水路の改修ができ

ない場合は、技術基準による調整池を設

置すること。  

(3) 調整池を設置する場合において、下流  

の河川及び水路の流下能力が、 1年確率  

降雨量に対し不足するときは、原則とし  

てその不足部分を改修すること。  

第 26条第 2号、河川

等への排水基準、

技術基準  

 

 

河川課、建設

管理課  

(4) 施行区域又はその周辺若しくは下流の

土地に湛水地域がある場合には、事業の

施行により施行区域周辺若しくは下流の

土地又は河川に支障のないよう排水計画

が立てられていること。  

都市計画法施行令

第 26条第 2号、森林

法第 10条の 2第 2項

第 1号、同項第 1号

の 2、運用基準  

都市政策課、

河川課、農林

基盤整備課  

(5) 河川を新設又は改修する場合の構造

は、河川管理施設等構造条例に基づいて

いること。  

河川法第 13条、河

川管理施設等構造

条例  

河川課、建設

管理課  

(6) 施行区域内にある河状を成している土

地は、原則として現況の形態を尊重した

土地利用計画とすること。  

都市計画法第 33条

第 1項第 3号、砂防

基準案、宅地造成

事業に係る開発行

為の審査等につい

て  

都市政策課、

河川課、道路

課、建設管理

課、農林基盤

整備課  

(7) 雨水の排水路は、原則として開きょと

すること。  

都市計画法施行令

第 26条第 3号、都市

計画法施行規則第

26条、宅地防災マ

ニュアル、砂防基

都市政策課、

建設管理課、

下水道課  



 

準案  

(8) 造成工事によって生ずる流出土砂の防

止は、次によること。  

ア  土砂流出防止施設は、砂防えん堤を

設置するものとし、土砂量の算出及びえ

ん堤の構造は、県要綱によること。  

イ  地形地質等により砂防えん堤を設置

できない場合は、県要綱による沈砂池を

設置すること。  

都市計画法施行令

第 26条第 3号、河川

等への排水基準、

森林法第 10条の 2第

2項第 1号、運用基

準、砂防基準案  

都市政策課、

河川課、道路

課、建設管理

課、農林基盤

整備課  

(9) 切土高及び盛土高は、原則として 15メ

ートル以内とすること。  

砂防基準案  河川課、道路

課、建設管理

課、建築住宅

課、都市政策

課  

(10) 盛土ののり長が 20メートル以上とな

る場合は、原則としてのり長の 3分の 1

以上を擁壁又はのり枠等の永久構造物

により被覆すること。  

砂防基準案  河川課、道路

課、建設管理

課、建築住宅

課  

(11) 残土又は不足土が生ずる場合は、防

災及び自然環境の保全について十分配

慮した措置方法を明示すること。  

技術基準  都市政策課  

(12) 事業に必要な土砂等の搬出入をする

場合は、土砂搬出入先、運搬業者（車

両ナンバー）、運搬経路等を明確にす

ること。なお、搬出入する土砂の総量

が 1,000立方メートル以上の場合にあっ

ては市と土砂運搬協定を締結し、 1,000

立方メートル未満の場合にあっては協

議書を提出すること。  

 交通安全・地

域安全課、都

市政策課  

(13) 土砂運搬に際しては、飛散及び落下

の防止に十分注意すること。  

道路法第 43条  道路課、建設

管理課  



 

道

路  

(1) 認定道路からの進入口は原則として 2

か所以内であること。  

 道路課、建設

管理課、協働

政策課、公安

委員会  

(2) 施行区域内の汚水、雨水、土砂等は、

道路管理者と事前に協議が成立したもの

を除き、認定道路の側溝その他認定道路

の施設に排出しないこと。  

都市計画法施行令

第 26条  

河川課、道路

課、建設管理

課、都市政策

課  

(3) 施行区域内の道路は、アスファルト舗

装要綱等により舗装すること。  

都市計画法第 33

条、道路法、道路

構造条例等  

道路課、建設

管理課、都市

政策課  

(4) 施行区域内の市に帰属されることとな

る道路は幹線と支線に区分され、構造は

原則として道路構造条例等に適合するこ

と。この場合において、幹線道路は原則

として歩道が設置されていること。  

都市計画法施行令

第 25条、道路構造

条例等  

都市政策課、

道路課、建設

管理課  

(5) 幹線道路の認定道路への取付けは、道

路管理者と協議すること。この場合にお

いて、当該取付部分の構造は、道路構造

条例等に適合すること。  

道路構造条例等  道路課、建設

管理課  

(6) 道路等ののり面は、地質等を考慮した

安全な構造とし、周囲の景観と調和して

いること。  

都市計画法施行規

則第 23条  

河川課、道路

課、建設管理

課、都市政策

課  

(7) 幹線道路が日交通量 2,000台以上の認

定道路に接続する場合は、認定道路への

右折車線の設置又は信号機の取付けにつ

いて道路管理者及び交通安全・地域安全

課と協議の上、公安委員会と協議するこ

と。  

(8) 認定道路を使用するに当たり、既存認

道路法第 24条、第

30条、道路構造条

例等  

道路課、建設

管理課、交通

安全・地域安

全課、公安委

員会  



 

定道路が未整備の場合は道路管理者と協

議し、必要に応じて拡幅等の整備を行う

こと。  

そ

の

他  

(1) 前各項の個別基準に定めるもののほ

か、土地利用事業に関する計画が、技術

基準及び森林法第 10条の 2第 2項の許可基

準に適合したものであること。  

都市計画法第 33

条、宅地造成規制

法第 9条、宅地造成

事業に係る開発行

為等の審査につい

て、技術基準  

都市政策課、

建築住宅課、

農林基盤整備

課  

(2) 施行区域内にある国土交通省所管国有

財産の取扱いについては、藤枝市及び静

岡県と協議すること。  

国有財産取扱規則

第 4条  

建設管理課  

(3) 事業者は、当該土地利用事業を行うた

めに必要な資力及び信用があること。  

都市計画法第 33条

第 1項第 12号、森林

法第 10条の 2第 2

項、運用基準  

都市政策課、

農林基盤整備

課  

(4) 市に移管する施設以外の施設の管理に

ついては、管理者及び管理方法を定めて

管理責任の所在を明らかにし、当該施設

の維持、修繕、災害復旧その他の管理に

ついて支障のないよう措置すること。  

 都市政策課  

(5) 事業計画の策定に当たり、施行区域内

における文化財の所在の有無を市教育委

員会に確認し、その取扱いについて協議

すること。  

(6) 工事中に埋蔵文化財を発見した場合

は、現状を変更することなく、市教育委

員会へ直ちに連絡し、対応を協議するこ

と。  

文化財保護法第 57

条の 2、第 57条の

3、第 57条の 5、第

57条の 6、遺失物法

第 1条第 1項  

文化財課  

(7) 公共施設として帰属する土地に地上

権、抵当権、賃貸借による権利その他所

 建設管理課、

花と緑の課、



 

有権以外の権利があるときは、都市計画

法第 40条に基づく帰属前にこれを消滅す

ること。  

消防本部、都

市政策課、上

水道課  

(8) 建設工事中周辺地域の交通安全を確保

し、及び交通に重大な支障を及ぼさない

こと。  

 交通安全・地

域安全課  

(9) 工事中の騒音、振動その他公害につい

ても十分な対策がなされていること。  

 生活環境課  

(10) 市が行う公害防止に関する施策に協

力するとともに、市、地元自治会その

他の当該事業活動に関し密接な関係を

有するものとの間で必要に応じ公害防

止協定を締結すること。  

静岡県生活環境の

保全等に関する条

例  

生活環境課  

４  倉庫・作業所等  

倉庫・作業所（生産施設を有しない建物）の建設の用に供する目的で行う土地

利用事業の個別基準は、次のとおりとする。  

区

分  

個別基準  関係法令等  担当課名  

環

境  

(1) 地域の自然環境の保全のため、施行区

域及びその周辺の地域における自然環境

の特性に十分配慮すること。  

 生活環境課、

農林基盤整備

課  

(2) 保安林の境界から原則として 20メート

ル以内の区域は、造成区域から除外する

こと。  

 農林基盤整備

課  

(3) 自然環境の保全のため、自然破壊の防

止、植生の回復等に関し、次の事項に配

慮すること。  

ア  自然環境保全上特に必要があるとき

は、造成工事を数ブロックに区分して

施工すること。  

イ  施行区域内に良好な自然環境の存す

森林法第 10条の 2第

2項、運用細則、都

市計画法施行令第

28条の 2、建築基準

法第 69条  

農林基盤整備

課、建築住宅

課、都市政策

課  



 

る土地がある場合は、当該土地につい

て保全措置が講ぜられていること。  

ウ  建築物その他の構築物の位置、規

模、構造及び色彩は周囲の自然環境

に調和したものであること。  

(4) 水資源の確保を図るため、浸透施設の

設置等により地下水のかん養機能の保持

に配慮すること。  

森林法第 10条の 2第

2号、運用基準  

農林基盤整備

課、河川課、

建設管理課、

企画政策課  

施

設  

(1) 面積の合計が施行区域面積の 6パーセ

ント以上の公園、緑地又は広場を花と緑

の課と協議の上設けること。  

 花と緑の課、

都市政策課  

(2) 水道施設の設置については、上水道課

と協議をし、維持管理の方法等が明確に

されていること。  

(3) 給水量は、水道事業管理者の承諾量に

より算出すること。  

都市計画法第 33条

第 1項第 4号  

都市政策課、

上水道課  

(4) 水道施設の設計の詳細については、上

水道課と協議して定めること。  

 上水道課  

(5) 施行区域内のし尿及び生活雑排水の処

理は次によることとし、地下浸透放流は

行わないこと。  

ア  公共下水道処理区域内にあっては、

公共下水道の事業計画によること。  

イ  公共下水道処理区域外にあっては、

適正な雑排水対策を講ずること。  

浄化槽法第 3条第 1

項、下水道法第 10

条第 1項  

生活環境課、

下水道課  

(6) 排水については、自然水と生活汚水等

とに区分し排水系統を明確にすること。  

都市計画法施行令

第 26条第 3号  

河川課、建設

管理課、下水

道課、都市政

策課  

(7) 事業活動に伴い発生するごみ（廃棄物 廃棄物の処理及び 生活環境課  



 

を含む。）は、処理方法を明確にし、自

らの責任において適正に処理すること。  

清掃に関する法律

第 6条及び第 6条の 2 

(8) 業務又は事業に必要な駐車台数を有す

る駐車場を施行区域内又は施行区域の近

隣地に確保すること。  

 交通安全・地

域安全課  

(9) 消防水利の基準により消火栓、防火水

槽等を設置し、消防活動に十分配慮する

こと。なお、この詳細について、消防本

部と協議すること。  

(10) はしご車の進入路及び活動空地を確

保し、はしごの空中障害となる樹木、

電柱等を植栽、設置等をしないこと。

なお、この詳細について、消防本部と

協議すること。  

消防法、消防法施

行令、都市計画法

施行令第 25条第 8号  

消防本部、都

市政策課  

(11) 施行区域内外に必要な道路反射鏡、

防護さく、街路灯等の安全施設を設置

すること。なお、維持管理について

は、建設管理課及び道路管理者と協議

すること。  

道路法第 24条、第

30条、道路構造条

例等  

河川課、道路

課、建設管理

課、交通安

全・地域安全

課  

防

災  

(1) 事業の施行により、雨水の流出形態が

変化し、下流の河川及び水路に新たな負

担が生ずる場合は、原則として河川及び

水路を新設又は改修すること。なお、改

修規模については、別途河川管理者と協

議すること。  

(2) (1)による河川及び水路の改修ができ

ない場合は、技術基準による調整池を設

置すること。  

(3) 調整池を設置する場合において、下流

の河川及び水路の流下能力が、 1年確率

降雨量に対し不足するときは、原則とし

都市計画法施行令

第 26条第 2号、河川

等への排水基準、

技術基準  

都市政策課、

河川課、建設

管理課  



 

てその不足部分を改修すること。  

(4) 施行区域又はその周辺若しくは下流の

土地に湛水地域がある場合には、事業の

施行により施行区域周辺若しくは下流の

土地又は河川に支障のないよう排水計画

が立てられていること。  

都市計画法施行令

第 26条第 2号、森林

法第 10条の 2第 2項

第 1号、同項第 1号

の 2、運用基準  

都市政策課、

河川課、農林

基盤整備課  

(5) 河川を新設又は改修する場合の構造

は、河川管理施設等構造条例に基づいて

いること。  

河川法第 13条、河

川管理施設等構造

条例  

河川課、建設

管理課  

(6) 施行区域内にある河状を成している土

地は、原則として現況の形態を尊重した

土地利用計画とすること。  

都市計画法第 33条

第 1項第 3号、砂防

基準案、宅地造成

事業に係る開発行

為の審査等につい

て  

都市政策課、

河川課、道路

課、建設管理

課、農林基盤

整備課  

(7) 雨水の排水路は、原則として開きょと

すること。  

都市計画法施行令

第 26条第 3号、都市

計画法施行規則第

26条、宅地防災マ

ニュアル、砂防基

準案  

都市政策課、

建設管理課、

下水道課  

(8) 造成工事によって生ずる流出土砂の防

止は、次によること。  

ア  土砂流出防止施設は、砂防えん堤を

設置するものとし、土砂量の算出及び

えん堤の構造は、県要綱によること。  

イ  地形地質等により砂防えん堤を設置

できない場合は、県要綱による沈砂池

を設置すること。  

都市計画法施行令

第 26条第 3号、河川

等への排水基準、

森林法第 10条の 2第

2項第 1号、運用基

準、砂防基準案  

都市政策課、

河川課、道路

課、建設管理

課、農林基盤

整備課  

(9) 切土高及び盛土高は、原則として 15メ

ートル以内とすること。  

砂防基準案  河川課、道路

課、建設管理



 

課、建築住宅

課、都市政策

課  

(10) 盛土ののり長が 20メートル以上とな

る場合は、原則としてのり長の 3分の 1

以上を擁壁又はのり枠等の永久構造物

により被覆すること。  

砂防基準案  河川課、道路

課、建設管理

課、建築住宅

課  

(11) 残土又は不足土が生ずる場合は、防

災及び自然環境の保全について十分配

慮した措置方法を明示すること。  

技術基準  都市政策課  

(12) 事業に必要な土砂等の搬出入をする

場合は、土砂搬出入先、運搬業者（車

両ナンバー）、運搬経路等を明確にす

ること。なお、搬出入する土砂の総量

が 1,000立方メートル以上の場合にあっ

ては市と土砂運搬協定を締結し、 1,000

立方メートル未満の場合にあっては協

議書を提出すること。  

 交通安全・地

域安全課、都

市政策課  

(13) 土砂運搬に際しては、飛散及び落下

の防止に十分注意すること。  

道路法第 43条  道路課、建設

管理課  

道

路  

(1) 認定道路からの進入口は原則として 2

か所以内であること。  

 道路課、建設

管理課、協働

政策課、公安

委員会  

(2) 施行区域内の汚水、雨水、土砂等は、

道路管理者と事前に協議が成立したもの

を除き、認定道路の側溝その他認定道路

の施設に排出しないこと。  

都市計画法施行令

第 26条  

河川課、道路

課、建設管理

課、都市政策

課  

(3) 施行区域内の道路は、アスファルト舗

装要綱等により舗装すること。  

都市計画法第 33

条、道路法、道路

構造条例等  

道路課、建設

管理課、都市

政策課  



 

(4) 施行区域内の市に帰属されることとな

る道路は幹線と支線に区分され、構造は

原則として道路構造条例等に適合するこ

と。この場合において、幹線道路は原則

として歩道が設置されていること。  

都市計画法施行令

第 25条、道路構造

条例等  

都市政策課、

道路課、建設

管理課  

(5) 幹線道路の認定道路への取付けは、道

路管理者と協議すること。この場合にお

いて、当該取付部分の構造は、道路構造

条例等に適合すること。  

道路構造条例等  道路課、建設

管理課  

(6) 道路等ののり面は、地質等を考慮した

安全な構造とし、周囲の景観と調和して

いること。  

都市計画法施行規

則第 23条  

河川課、道路

課、建設管理

課、都市政策

課  

(7) 幹線道路が日交通量 2,000台以上の認

定道路に接続する場合は、認定道路への

右折車線の設置又は信号機の取付けにつ

いて道路管理者及び交通安全・地域安全

課と協議の上、公安委員会と協議するこ

と。  

(8) 認定道路を使用するに当たり、既存認

定道路が未整備の場合は道路管理者と協

議し、必要に応じて拡幅等の整備を行う

こと。  

道路法第 24条、第

30条、道路構造条

例等  

道路課、建設

管理課、交通

安全・地域安

全課、公安委

員会  

そ

の

他  

(1) 前各項の個別基準に定めるもののほ

か、土地利用事業に関する計画が、技術

基準及び森林法に基づく林地開発許可基

準に適合したものであること。  

都市計画法第 33

条、宅地造成規制

法第 9条、宅地造成

事業に係る開発行

為等の審査につい

て  

都市政策課、

建築住宅課、

農林基盤整備

課  

(2) 施行区域内にある国土交通省所管国有

財産の取扱いについては、藤枝市及び静

国有財産取扱規則

第 4条  

建設管理課  



 

岡県と協議すること。  

(3) 事業者は、当該土地利用事業を行うた

めに必要な資力及び信用があること。  

都市計画法第 33条

第 1項第 12号、森林

法第 10条の 2第 2

項、運用基準  

都市政策課、

農林基盤整備

課  

(4) 市に移管する施設以外の施設の管理に

ついては、管理者及び管理方法を定めて

管理責任の所在を明らかにし、当該施設

の維持、修繕、災害復旧その他の管理に

ついて支障のないよう措置すること。  

 都市政策課  

(5) 事業計画の策定に当たり、施行区域内

における文化財の所在の有無を市教育委

員会に確認し、その取扱いについて協議

すること。  

(6) 工事中に埋蔵文化財を発見した場合

は、現状を変更することなく、市教育委

員会へ直ちに連絡し、対応を協議するこ

と。  

文化財保護法第 57

条の 2、第 57条の

3、第 57条の 5、第

57条の 6、遺失物法

第 1条第 1項  

文化財課  

(7) 公共施設として帰属する土地に地上

権、抵当権、賃貸借による権利その他所

有権以外の権利があるときは、都市計画

法第 40条に基づく帰属前にこれを消滅す

ること。  

 建設管理課、

花と緑の課、

消防本部、都

市政策課、上

水道課  

(8) 建設工事中周辺地域の交通安全を確保

し、及び交通に重大な支障を及ぼさない

こと。  

 交通安全・地

域安全課  

(9) 工事中の騒音、振動その他公害につい

ても十分な対策がなされていること。  

 生活環境課  

(10) 市が行う公害防止に関する施策に協

力するとともに、市、地元自治会その

他の当該事業活動に関し密接な関係を

静岡県生活環境の

保全等に関する条

例  

生活環境課  



 

有するものとの間で必要に応じ公害防

止協定を締結すること。  

５  店舗・事務所等  

店舗及び事務所等の建設の用に供する目的で行う土地利用事業の個別基準は、

次のとおりとする。  

区

分  

個別基準  関係法令等  担当課名  

環

境  

(1) 地域の自然環境の保全のため、施行区

域及びその周辺の地域における自然環境

の特性に十分配慮すること。  

 生活環境課、

農林基盤整備

課  

(2) 保安林の境界から原則として 20メート

ル以内の区域は、造成区域から除外する

こと。  

 農林基盤整備

課  

(3) 自然環境の保全のため、自然破壊の防

止、植生の回復等に関し、次の事項に配

慮すること。  

ア  自然環境保全上特に必要があるとき

は、造成工事を数工区に区分して施工

すること。  

イ  施行区域内に良好な自然環境の存す

る土地がある場合は、当該土地につい

て保全措置が講ぜられていること。  

ウ  建築物その他の構築物の位置、規

模、構造及び色彩は、周囲の自然環境

に調和したものであること。  

森林法第 10条の 2第

2項、運用細則、都

市計画法施行令第

28条の 2、建築基準

法第 69条  

農林基盤整備

課、都市政策

課、建築住宅

課  

(4) 水資源の確保を図るため、浸透施設の

設置等により地下水のかん養機能の保持

に配慮すること。  

森林法第 10条の 2第

2号、運用基準  

農林基盤整備

課、河川課、

建設管理課、

企画政策課  

施

設  

(1) ・面積の合計が施行区域面積の 6パー

セント以上の公園、緑地又は広場を花と

 花と緑の課、

都市政策課  



 

緑の課と協議の上設けること。ただし、

中心市街地活性化基本計画の計画区域で

土地区画整理事業の施行区域内の開発に

あっては、公園等の種別は緑地又は広場

とし、その総面積の 2分の 1まで屋上又は

壁面緑化等とすることができる。  

・中心市街地活性化基本計画の計画区

域内の開発にあっては、道路境界線から

2メートル以内の緑地帯について、その

面積に 1.3を乗じた値を緑地面積として

算定することができる。  

(2) 水道施設の設置については、上水道課

と協議をし、維持管理の方法等が明確に

されていること。  

(3) 給水量は、水道事業管理者の承諾量に

より算出すること。  

都市計画法第 33条

第 1項第 4号  

都市政策課、

上水道課  

(4) 水道施設の設計の詳細については、上

水道課と協議して定めること。  

 上水道課  

(5) 施行区域内のし尿及び生活雑排水の処

理は次によることとし、地下浸透放流は

行わないこと。  

ア  公共下水道処理区域内にあっては、

公共下水道の事業計画によること。  

イ  公共下水道処理区域外にあっては、

合併処理浄化槽を設置すること。ただ

し、合併処理場化槽を設置しないこと

に相当な理由がある場合は、この限り

でない。  

浄化槽法第 3条第 1

項、下水道法第 10

条第 1項  

生活環境課、

下水道課  

(6) 排水については、自然水と生活汚水等

とに区分し排水系統を明確にすること。  

都市計画法施行令

第 26条第 3号  

河川課、建設

管理課、下水

道課、都市政



 

策課  

(7) 事業活動による排水の種類、程度等に

応じ、必要な除害施設を設置すること。  

 生活環境課、

下水道課  

(8) 事業活動に伴い発生するごみ（廃棄物

を含む。）は、処理方法を明確にし、自

らの責任において適正に処理すること。  

廃棄物の処理及び

清掃に関する法律

第 6条及び第 6条の 2 

生活環境課  

(9) 業務又は事業に必要な駐車台数を有す

る駐車場（二輪車駐車場を含む。）を施

行区域内又は施行区域の近隣地に確保す

ること。  

 交通安全・地

域安全課  

(10) 消防水利の基準により消火栓、防火

水槽等を設置し、消防活動に支障を来

たさないこと。なお、この詳細につい

て消防本部と協議すること。  

(11) はしご車の進入路及び活動空地を確

保し、はしごの空中障害となる樹木、

電柱等を植栽、設置等をしないこと。

なお、この詳細について、消防本部と

協議すること。  

消防法、消防法施

行令、都市計画法

施行令第 25条第 8号  

消防本部、都

市政策課  

(12) 施行区域内外に必要な道路反射鏡、

防護さく、街路灯等の安全施設を設置

すること。なお、維持管理について

は、建設管理課及び道路管理者と協議

すること。  

道路法第 24条、第

30条、道路構造条

例等  

河川課、道路

課、建設管理

課、交通安

全・地域安全

課  

防

災  

(1) 事業の施行により、雨水の流出形態が

変化し、下流の河川及び水路に新たな負

担が生ずる場合は、原則として河川及び

水路を新設又は改修すること。なお、改

修規模については、別途河川管理者と協

議すること。  

(2) (1)による河川及び水路の改修ができ

都市計画法施行令

第 26条第 2号、河川

等への排水基準、

技術基準  

都市政策課、

河川課、建設

管理課  



 

ない場合は、技術基準による調整池を設

置すること。  

(3) 調整池を設置する場合において、下流

の河川及び水路の流下能力が、 1年確率

降雨量に対し不足するときは、原則とし

てその不足部分を改修すること。  

(4) 施行区域又はその周辺若しくは下流の

土地に湛水地域がある場合には、事業の

施行により施行区域周辺若しくは下流の

土地又は河川に支障のないよう排水計画

が立てられていること。  

都市計画法施行令

第 26条第 2号、森林

法第 10条の 2第 2項

第 1号、同項第 1号

の 2、運用基準  

都市政策課、

河川課、農林

基盤整備課  

(5) 河川を新設又は改修する場合の構造

は、河川管理施設等構造条例に基づいて

いること。  

河川法第 13条、河

川管理施設等構造

条例  

河川課、建設

管理課  

(6) 施行区域内にある河状を成している土

地は、原則として現況の形態を尊重した

土地利用計画とすること。  

都市計画法第 33条

第 1項第 3号、砂防

基準案、宅地造成

事業に係る開発行

為の審査等につい

て  

都市政策課、

河川課、道路

課、建設管理

課、農林基盤

整備課  

(7) 雨水の排水路は、原則として開きょと

すること。  

都市計画法施行令

第 26条第 3号、都市

計画法施行規則第

26条、宅地防災マ

ニュアル、砂防基

準案  

都市政策課、

建設管理課、

下水道課  

(8) 造成工事によって生ずる流出土砂の防

止は、次によること。  

ア  土砂流出防止施設は、砂防えん堤を

設置するものとし、土砂量の算出及び

えん堤の構造は、県要綱によること。  

都市計画法施行令

第 26条第 3号、河川

等への排水基準、

森林法第 10条の 2第

2項第 1号、運用基

都市政策課、

河川課、道路

課、建設管理

課、農林基盤

整備課  



 

イ  地形地質等により砂防えん堤を設置

できない場合は、県要綱による沈砂池

を設置すること。  

準、砂防基準案  

(9) 切土高及び盛土高は、原則として 15メ

ートル以内とすること。  

砂防基準案  河川課、道路

課、建設管理

課、建築住宅

課、都市政策

課  

(10) 盛土ののり長が 20メートル以上とな

る場合は、原則としてのり長の 3分の 1

以上を擁壁又はのり枠等の永久構造物

により被覆すること。  

砂防基準案  河川課、道路

課、建設管理

課、建築住宅

課  

(11) 残土又は不足土が生ずる場合は、防

災及び自然環境の保全について十分配

慮した措置方法を明示すること。  

技術基準  都市政策課  

(12) 事業に必要な土砂等の搬出入をする

場合は、土砂搬出入先、運搬業者（車

両ナンバー）、運搬経路等を明確にす

ること。なお、搬出入する土砂の総量

が 1,000立方メートル以上の場合にあっ

ては市と土砂運搬協定を締結し、 1,000

立方メートル未満の場合にあっては協

議書を提出すること。  

 交通安全・地

域安全課、都

市政策課  

(13) 土砂運搬に際しては、飛散及び落下

の防止に十分注意すること。  

道路法第 43条  道路課、建設

管理課  

道

路  

(1) 認定道路からの進入口は原則として 2

か所以内であること。  

 道路課、建設

管理課、交通

安全・地域安

全課、公安委

員会  

(2) 施行区域内の汚水、雨水、土砂等は、 都市計画法施行令 河川課、道路



 

道路管理者と事前に協議が成立したもの

を除き、認定道路の側溝その他認定道路

の施設に排出しないこと。  

第 26条  課、建設管理

課、都市政策

課  

(3) 施行区域内の道路は、アスファルト舗

装要綱等により舗装すること。  

都市計画法第 33

条、道路法、道路

構造条例等  

道路課、建設

管理課、都市

政策課  

(4) 施行区域内の市に帰属されることとな

る道路は幹線と支線に区分され、構造は

原則として道路構造条例等に適合するこ

と。この場合において、幹線道路は原則

として歩道が設置されていること。  

都市計画法施行令

第 25条、道路構造

条例等  

都市政策課、

道路課、建設

管理課  

(5) 幹線道路の認定道路への取付けは、道

路管理者と協議すること。この場合にお

いて、当該取付部分の構造は、道路構造

条例等に適合すること。  

道路構造条例等  道路課、建設

管理課  

(6) 道路等ののり面は、地質等を考慮した

安全な構造とし、周囲の景観と調和して

いること。  

都市計画法施行規

則第 23条  

河川課、道路

課、建設管理

課、都市政策

課  

(7) 幹線道路が日交通量 2,000台以上の認

定道路に接続する場合は、認定道路への

右折車線の設置又は信号機の取付けにつ

いて道路管理者及び交通安全・地域安全

課と協議の上、公安委員会と協議するこ

と。  

(8) 認定道路を使用するに当たり、既存認

定道路が未整備の場合は道路管理者と協

議し、必要に応じて拡幅等の整備を行う

こと。  

道路法第 24条、第

30条、道路構造条

例等  

道路課、建設

管理課、交通

安全・地域安

全課、公安委

員会  

そ

の

(1) 前各項の個別基準に定めるもののほ

か、土地利用事業に関する計画が、技術

都市計画法第 33

条、宅地造成規制

都市政策課、

建築住宅課、



 

他  基準及び森林法に基づく林地開発許可基

準に適合したものであること。  

法第 9条、宅地造成

事業に係る開発行

為等の審査につい

て、技術基準  

農林基盤整備

課  

(2) 施行区域内にある国土交通省所管国有

財産の取扱いについては、藤枝市及び静

岡県と協議すること。  

国有財産取扱規則

第 4条  

建設管理課  

(3) 事業者は、当該土地利用事業を行うた

めに必要な資力及び信用があること。  

都市計画法第 33条

第 1項第 12号、森林

法第 10条の 2第 2

項、運用基準  

都市政策課、

農林基盤整備

課  

(4) 市に移管する施設以外の施設の管理に

ついては、管理者及び管理方法を定めて

管理責任の所在を明らかにし、当該施設

の維持、修繕、災害復旧その他の管理に

ついて支障のないよう措置すること。  

 都市政策課  

(5) 事業計画の策定に当たり、施行区域内

における文化財の所在の有無を市教育委

員会に確認し、その取扱いについて協議

すること。  

(6) 工事中に埋蔵文化財を発見した場合

は、現状を変更することなく、市教育委

員会へ直ちに連絡し、対応を協議するこ

と。  

文化財保護法第 57

条の 2、第 57条の

3、第 57条の 5、第

57条の 6、遺失物法

第 1条第 1項  

文化財課  

(7) 公共施設として帰属する土地に地上

権、抵当権、賃貸借による権利その他所

有権以外の権利があるときは、都市計画

法第 40条に基づく帰属前にこれを消滅す

ること。  

 建設管理課、

花と緑の課、

消防本部、都

市政策課、上

水道課  

(8) 建設工事中周辺地域の交通安全を確保

し、交通に重大な支障を及ぼさないこ

 協働政策課  



 

と。  

(9) 工事中の騒音、振動その他公害につい

ても十分な対策がなされていること。  

 生活環境課  

(10) 小売業を営むための店舗を建設する

もので、店舗面積の合計が 300平方メー

トル以上 1,000平方メートル以下の計画

については、藤枝市中規模小売店舗の

出店等に関する要綱（平成 12年藤枝市

告示第 106号）を遵守すること。  

藤枝市中規模小売

店舗の出店等に関

する要綱  

商業振興課  

(11) 小売業を営むための店舗を建設する

もので、店舗面積の合計が 1,000平方メ

ートルを超えるものの計画について

は、大規模小売店舗立地法（平成 10年

法律第 91号）に基づく手続を行うこ

と。  

大規模小売店舗立

地法  

商業振興課  

(12) パチンコ店、ゲームセンターその他

青少年の健全育成又は地域の良好な生

活環境に与える影響が大きい店舗を建

設しようとする場合には事前に教育委

員会と協議の上、地元関係団体と工事

着手までに必要な協定の締結に努める

こと。  

 生涯学習課、

教育政策課、

交通安全・地

域安全課  

６  駐車場・資材置場  

駐車場及び資材置場に係る土地利用事業の個別基準は次のとおりとする。  

区

分  

個別基準  関係法令等  担当課名  

環

境  

(1) 地域の自然環境の保全のため、施行区

域及びその周辺の地域における自然環境

の特性に十分配慮すること。  

 生活環境課、

農林基盤整備

課  

(2) 保安林の境界から原則として 20メート

ル以内の区域は、造成区域から除外する

 農林基盤整備

課  



 

こと。  

(3) 自然環境の保全のため、自然破壊の防

止、植生の回復等に関し、次の事項に配

慮すること。  

ア  自然環境保全上特に必要があるとき

は、造成工事を数ブロックに区分して

施工すること。  

イ  施行区域内に良好な自然環境の存す

る土地がある場合は、当該土地につい

て保全措置が講ぜられていること。  

森林法第 10条の 2第

2項、運用細則、都

市計画法施行令第

28条の 2 

農林基盤整備

課、都市政策

課  

(4) 水資源の確保を図るため、浸透施設の

設置等により地下水のかん養機能の保持

に配慮すること。  

森林法第 10条の 2第

2号、運用基準  

農林基盤整備

課、河川課、

建設管理課、

企画政策課  

施

設  

(1) ・面積の合計が施行区域面積の 6パー

セント以上の公園、緑地又は広場を花と

緑の課と協議の上設けること。ただし、

中心市街地活性化基本計画の計画区域で

土地区画整理事業の施行区域内の開発に

あっては、公園等の種別は緑地又は広場

とし、その総面積の 2分の 1まで屋上又は

壁面緑化等とすることができる。  

・中心市街地活性化基本計画の計画区

域内の開発にあっては、道路境界線から

2メートル以内の緑地帯について、その

面積に 1.3を乗じた値を緑地面積として

算定することができる。  

 花と緑の課、

都市政策課  

(2) 水道施設の設置については、上水道課

と協議をし、維持管理の方法等が明確に

されていること。  

 都市政策課、

上水道課  

(3) 水道施設の設計の詳細については、上  上水道課  



 

水道課と協議して定めること。  

(4) 施行区域内のし尿及び生活雑排水の処

理は次によることとし、地下浸透放流は

行わないこと。  

ア  公共下水道処理区域内にあっては、

公共下水道の事業計画によること。  

イ  公共下水道処理区域外にあっては、

適正な雑排水対策を講ずること。  

浄化槽法第 3条第 1

項、下水道法第 10

条第 1項  

生活環境課、

下水道課  

(5) 排水については、自然水と生活汚水等

とに区分し排水系統を明確にすること。  

都市計画法施行令

第 26条第 3号  

河川課、建設

管理課、下水

道課都市政策

課  

(6) 事業活動に伴い発生するごみ（廃棄物

を含む。）は、処理方法を明確にし、自

らの責任において適正に処理すること。  

廃棄物の処理及び

清掃に関する法律

第 6条及び第 6条の 2 

生活環境課  

(7) 駐車場については、次の基準に適合す

ること。  

ア  施行区域内の舗装は、透水性舗装

とするよう努めること。  

イ  駐車場の区画割は、白線、トラロ

ープ等で明確にすること。  

ウ  敷地への照明の設置に当たって

は、その位置、明るさ等を考慮し、

周囲の環境に支障がないよう計画す

ること。  

 道路課、建設

管理課、都市

政策課、農林

基盤整備課、

生活環境課  

(8) 資材置場については、次の基準に適合

すること。  

ア  敷地外周部は、耐久性を有する外柵

材で施工し、景観に配慮すること。  

イ  アの施設が破損した場合は、直ちに

修復すること。  

 生活環境課、

都市政策課  



 

ウ  油分が付着している機械等の資材置

場の雨水処理については、油水分離層

を設置して行うこと。  

(9) 施行区域内外に必要な道路反射鏡、防

護さく、街路灯等の安全施設を設置する

こと。なお、維持管理については、建設

管理課及び道路管理者と協議すること。  

道路法第 24条、第

30条、道路構造条

例等  

河川課、道路

課、建設管理

課、交通安

全・地域安全

課  

防

災  

(1) 事業の施行により、雨水の流出形態が

変化し、下流の河川及び水路に新たな負

担が生ずる場合は、原則として河川及び

水路を新設又は改修すること。なお、改

修規模については、別途河川管理者と協

議すること。  

(2) (1)による河川及び水路の改修ができ

ない場合は、技術基準による調整池を設

置すること。  

(3) 調整池を設置する場合において、下流

の河川及び水路の流下能力が、 1年確率

降雨量に対し不足するときは、原則とし

てその不足部分を改修すること。  

都市計画法施行令

第 26条第 2号、河川

等への排水基準、

技術基準  

都市政策課、

河川課、建設

管理課  

(4) 施行区域又はその周辺若しくは下流の

土地に湛水地域がある場合には、事業の

施行により施行区域周辺若しくは下流の

土地又は河川に支障のないよう排水計画

が立てられていること。  

都市計画法施行令

第 26条第 2号、森林

法第 10条の 2第 2項

第 1号、同項第 1号

の 2、運用基準  

都市政策課、

河川課、農林

基盤整備課  

(5) 河川を新設又は改修する場合の構造

は、河川管理施設等構造条例に基づいて

いること。  

河川法第 13条、河

川管理施設等構造

条例  

河川課、建設

管理課  

(6) 施行区域内にある河状を成している土

地は、原則として現況の形態を尊重した

都市計画法第 33条

第 1項第 3号、砂防

都市政策課、

河川課、道路



 

土地利用計画とすること。  基準案、宅地造成

事業に係る開発行

為の審査等につい

て  

課、建設管理

課、農林基盤

整備課  

(7) 雨水の排水路は、原則として開きょと

すること。  

都市計画法施行令

第 26条第 3号、都市

計画法施行規則第

26条、宅地防災マ

ニュアル、砂防基

準案  

都市政策課、

建設管理課、

下水道課  

(8) 造成工事によって生ずる流出土砂の防

止は、次によること。  

ア  土砂流出防止施設は、砂防えん堤

を設置するものとし、土砂量の算出

及びえん堤の構造は、県要綱による

こと。  

イ  地形地質等により砂防えん堤を設

置できない場合は、県要綱による沈

砂池を設置すること。  

都市計画法施行令

第 26条第 3号、河川

等への排水基準、

森林法第 10条の 2第

2項第 1号、運用基

準、砂防基準案  

都市政策課、

河川課、道路

課、建設管理

課、農林基盤

整備課  

(9) 切土高及び盛土高は、原則として 15メ

ートル以内とすること。  

砂防基準案  河川課、道路

課、建設管理

課、建築住宅

課、都市政策

課  

(10) 盛土ののり長が 20メートル以上とな

る場合は、原則としてのり長の 3分の 1

以上を擁壁又はのり枠等の永久構造物

により被覆すること。  

砂防基準案  河川課、道路

課、建設管理

課、建築住宅

課  

(11) 残土又は不足土が生ずる場合は、防

災及び自然環境の保全について十分配

慮した措置方法を明示すること。  

技術基準  都市政策課  



 

(12) 事業に必要な土砂等の搬出入をする

場合は、土砂搬出入先、運搬業者（車

両ナンバー）、運搬経路等を明確にす

ること。なお、搬出入する土砂の総量

が 1,000立方メートル以上の場合にあっ

ては市と土砂運搬協定を締結し、 1,000

立方メートル未満の場合にあっては協

議書を提出すること。  

 交通安全・地

域安全課、都

市政策課  

(13) 土砂運搬に際しては、飛散及び落下

の防止に十分注意すること。  

道路法第 43条  道路課、建設

管理課  

(14) のり面については、種子吹き付け、

張芝、筋芝等の現況に適した工法によ

り崩壊防止を図ること。  

 都市政策課  

道

路  

(1) 認定道路からの進入口は原則として 2

か所以内であること。  

 道路課、建設

管理課、交通

安全・地域安

全課、公安委

員会  

(2) 施行区域内の汚水、雨水、土砂等は、

道路管理者と事前に協議が成立したもの

を除き、認定道路の側溝その他認定道路

の施設に排出しないこと。  

都市計画法施行令

第 26条  

河川課、道路

課、建設管理

課、都市政策

課  

(3) 施行区域内の道路は、アスファルト舗

装要綱等により舗装すること。  

都市計画法第 33

条、道路法、道路

構造条例等  

道路課、建設

管理課、都市

政策課  

(4) 施行区域内の市に帰属されることとな

る道路は幹線と支線に区分され、構造は

原則として道路構造条例等に適合するこ

と。この場合において、幹線道路は原則

として歩道が設置されていること。  

都市計画法施行令

第 25条、道路構造

条例等  

都市政策課、

道路課、建設

管理課  

(5) 幹線道路の認定道路への取付けは、道 道路構造条例等  道路課、建設



 

路管理者と協議すること。この場合にお

いて、当該取付部分の構造は、道路構造

条例等に適合すること。  

管理課  

(6) 道路等ののり面は、地質等を考慮した

安全な構造とし、周囲の景観と調和して

いること。  

都市計画法施行規

則第 23条  

河川課、道路

課、建設管理

課、都市政策

課  

(7) 幹線道路が日交通量 2,000台以上の認

定道路に接続する場合は、認定道路への

右折車線の設置又は信号機の取付けにつ

いて道路管理者及び交通安全・地域安全

課と協議の上、公安委員会と協議するこ

と。  

(8) 認定道路を使用するに当たり、既存認

定道路が未整備の場合は道路管理者と協

議し、必要に応じて拡幅等の整備を行う

こと。  

道路法第 24条、第

30条、道路構造条

例等  

道路課、建設

管理課、交通

安全・地域安

全課、公安委

員会  

(9) 現況の交通に相当な影響を与える規模

の計画にあっては交通安全・地域安全

課、道路管理者及び公安委員会と協議が

成立したものであること。  

 建設管理課、

交通安全・地

域安全課  

(10) 前 3項に規定する場合のほか車両の出

入りついて必要な交通安全対策を講ずる

こと。  

 交通安全・地

域安全課  

(11) 資材置場の搬出入路として使用する

道路その他施設が破損又は汚損した場

合は、直ちに復旧等必要な措置を講ず

ること。  

 建設管理課  

そ

の

他  

(1) 前各項の個別基準に定めるもののほ

か、土地利用事業に関する計画が、技術

基準及び森林法に基づく林地開発許可基

都市計画法第 33

条、宅地造成規制

法第 9条、宅地造成

都市政策課、

建築住宅課、

農林基盤整備



 

準に適合したものであること。  事業に係る開発行

為等の審査につい

て、技術基準  

課  

(2) 施行区域内にある国土交通省所管国有

財産の取扱いについては、藤枝市及び静

岡県と協議すること。  

国有財産取扱規則

第 4条  

建設管理課  

(3) 事業者は、当該土地利用事業を行うた

めに必要な資力及び信用があること。  

都市計画法第 33条

第 1項第 12号、森林

法第 10条の 2第 2

項、運用基準  

都市政策課、

農林基盤整備

課  

(4) 市に移管する施設以外の施設の管理に

ついては、管理者及び管理方法を定めて

管理責任の所在を明らかにし、当該施設

の維持、修繕、災害復旧その他の管理に

ついて支障のないよう措置すること。  

 都市政策課  

(5) 事業計画の策定に当たり、施行区域内

における文化財の所在の有無を市教育委

員会に確認し、その取扱いについて協議

すること。  

(6) 工事中に埋蔵文化財を発見した場合

は、現状を変更することなく、市教育委

員会へ直ちに連絡し、対応を協議するこ

と。  

文化財保護法第 57

条の 2、第 57条の

3、第 57条の 5、第

57条の 6、遺失物法

第 1条第 1項  

文化財課  

(7) 公共施設として帰属する土地に地上

権、抵当権、賃貸借による権利その他所

有権以外の権利があるときは、都市計画

法第 40条に基づく帰属前にこれを消滅す

ること。  

 建設管理課、

花と緑の課、

消防本部、都

市政策課、上

水道課  

(8) 建設工事中周辺地域の交通安全を確保

し、及び交通に重大な支障を及ぼさない

こと。  

 交通安全・地

域安全課  



 

(9) 工事中の騒音、振動その他公害につい

ても十分な対策がなされていること。  

 生活環境課  

(10) 資材置場に建設残土を仮置きする場

合の盛土高は、 3メートル以下とするこ

と。  

 都市政策課  

(11) 土地利用事業完了検査後、 2年以内は

使用目的の変更をしてはならない。た  

だし、特に土地利用対策委員会が認め

た場合にはこの限りでない。  

 都市政策課  

７  その他の施設  

１から６までに掲げる施設以外の施設の設置基準については、その施設の内容

により１から６までに掲げる施設の基準、静岡県土地利用事業の適正化に関する

指導要綱及びその他関係法令に掲げる基準に準ずること。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第１号様式（第６条関係）  

土地利用計画承認申請書  

年   月   日  

 

藤枝市長        様  

 

   住     所  

申請者  

氏名又は名称  

 

（電話番号：           ） 

 

 藤枝市土地利用事業の適正化に関する指導要綱に基づき、土地利用事業の承認を

申請します。  

事 業 の 目 的   

施 行 区 域 の 所 在 地  藤枝市  

施 行 区 域 の 面 積            ㎡  

実 施 計 画 の 内 容  別添のとおり  

工 事 の 設 計  別添のとおり  

連 絡 先  

申 請 者  

住 所 等 

担当者名 

電話番号 

申 請 書  

作 成 者  

住 所 等 

担当者名 

電話番号 

（注 ) 実施計画の内容については、土地利用計画承認申請書作成要領を参照すること。 



 

第２号様式（第９条関係）  

 

工事着手遅延理由書  
 

 

年   月   日  

 

藤枝市長        様  

 

   住     所  

申請者  

氏名又は名称  

 

（電話番号：            ） 

 

 

 藤枝市土地利用事業の適正化に関する指導要綱に基づき、工事の着手が遅延

しますので、その理由書を提出します。  

承 認 年 月 日  年   月   日  藤都承第    号  

直 近 の 変 更 承 認 年 月 日  年   月   日  藤都承第    号  

事 業 の 種 別 ・ 名 称   

施 行 場 所 ・ 面 積  
藤枝市              

（      ㎡）  

遅 延 の 理 由   

（注）添付書類  

  １  遅延理由を証明する書類等  

  ２  法令に基づく許認可等を取得したときは、その写し  

  ３  防災工事及び工事に関する工程表（着手予定年月日を記載すること。）  

  ４  工事施行予定者の業務経歴書  

  ５  土地利用事業の承認通知書の写し  

  ６  土地利用対策委員会の指示事項・許認可事項等の写し（承認時の条件）  



 

第３号様式（第 10 条関係）  

事前協議申出書  

年   月   日  

 

藤枝市長        様  

 

   住     所  

申請者  

氏名又は名称  

（電話番号：              ）  

 

 藤枝市土地利用事業の適正化に関する指導要綱に基づき、協議を申し出ます。  

土 地 利 用 の 目 的   

施 行 予 定 区 域 の 所 在 地  藤枝市  

施 行 予 定 区 域 の 面 積            ㎡  

事 業 計 画 の 概 要  別添のとおり  

連 絡 先  

申 請 者  

住 所 等 

担当者名 

電話番号 

申 請 書  

作 成 者  

住 所 等 

担当者名 

電話番号 

（注 ) 事業計画の概要は、事前協議書の作成要領を参照すること。  

 



 

第４号様式（第 10 条関係）  

 

経過報告書  
 

 

年   月   日  

 

藤枝市長        様  

 

   住     所  

事業者  

氏名又は名称  

 

（電話番号：           ）  

 

 

 

 藤枝市土地利用事業の適正化に関する指導要綱に基づき、経過について報告

します。  

同 意 年 月 日      年   月   日  藤都承第    号  

事 業 の 種 別 ・ 名 称   

施 行 場 所 ・ 面 積  藤枝市              （      ㎡） 

経 過   

（注）経過欄には、法令に基づく許可、認可、届出等の状況を含めて記載すること。  

 



 

第５号様式（第 11 条関係）  

 

地位承継承認申請書  
 

 

年   月   日  

 

藤枝市長        様  

 

申請者（地位を譲り受けようとする者）  

住     所  

氏     名  

（電話番号：              ） 

申請者（地位を譲り渡そうとする者）  

住     所  

氏     名  

（電話番号：              ） 

 

 藤枝市土地利用事業の適正化に関する指導要綱に基づき、地位承継の承認を

申請します。  

承 認 年 月 日      年   月   日  藤都承第    号  

事 業 の 種 別 ・ 名 称   

施 行 場 所 ・ 面 積  藤枝市              （      ㎡） 

申 請 の 理 由   

債 権 ・ 債 務 の 承 継 内 容   

譲 受 人 の 資 本 金   

（注）譲受人の添付書類  

  １  市との協定書及び災害補償に関する協定書  

  ２  定款及び法人の登記事項証明書（全部事項証明書に限る。）  

  ３  経歴書又は経営報告書  

  ４  当該事業の資金計画書及び管理計画書  

  ５  工事完成保証人（市長が必要と認めた工事に限る。）  

  ６  土地利用計画承認（同意）通知書の写し  



 

第６号様式（第 11 条関係）  

 

地位承継届  
 

 

年   月   日  

 

藤枝市長        様  

 

   住   所  

申請者  

                   氏   名  

 

（電話番号：           ） 

 

 

 藤枝市土地利用事業の適正化に関する指導要綱に基づき、事業者の地位を承

継したので届け出ます。  

 

承 認 年 月 日      年   月   日  藤都承第    号  

事 業 の 種 別 ・ 名 称   

施 行 場 所 ・ 面 積  藤枝市            （      ㎡）  

旧 事 業 者 の 住 所   

同 上 氏 名 又 は 名 称   

承 継 の 理 由   

（注）承継人の添付書類  

  １  市との協定書及び災害補償に関する協定書  

  ２  住民票又は、法人の登記事項証明書（全部事項証明書に限る。）  

  ３  土地利用計画承認（同意）通知書の写し  

 



 

第７号様式（第 12 条関係）  

 

変更承認申請書  
 

 

年   月   日  

 

藤枝市長        様  

 

   住     所  

申請者  

氏名又は名称  

 

（電話番号：          ）  

 

 

 藤枝市土地利用事業の適正化に関する指導要綱に基づき、変更の承認を申請

します。  

承 認 年 月 日      年   月   日  藤都承第    号  

直 近 の 変 更 承 認 年 月 日      年   月   日  藤都承第    号  

事 業 の 種 別 ・ 名 称   

施 行 場 所 ・ 面 積  藤枝市           （      ㎡）  

変 更 の 理 由   

工 事 の 設 計   

（注）１  変更計画の工事設計説明書作成要領参照のこと。  

   ２  図面は新旧の計画を色分けすること。  

 



 

第８号様式（第 13 条関係）  

 

名称等変更届  
 

 

年   月   日  

 

藤枝市長        様  

 

 住     所  

届出者  

氏名又は名称  

 

（電話番号：            ）  

 

 

 藤枝市土地利用事業の適正化に関する指導要綱に基づき、氏名・住所を変更

しましたので届け出ます。  

承 認 年 月 日      年   月   日  藤都承第    号  

事 業 の 種 別 ・ 名 称   

施 行 場 所 ・ 面 積  藤枝市              （      ㎡） 

変 更 内 容  

新   

旧   

（注）添付書類  

  １  法人の商号変更の場合は、法人の登記事項証明書（全部事項証明書に限る。） 

  ２  住所の変更の場合は、住民票又は法人の登記事項証明書（全部事項証明書  

に限る。）  



 

第９号様式（第 13 条関係）  

 

工事施行者変更届  
 

 

年   月   日  

 

藤枝市長        様  

 

  住   所  

届出者  

氏   名  

 

（電話番号：            ）  

 

 

 藤枝市土地利用事業の適正化に関する指導要綱に基づき、工事施行者の変更

について届け出ます。  

承 認 年 月 日      年   月   日  藤都承第    号  

事 業 の 種 別 ・ 名 称   

施 行 場 所 ・ 面 積  藤枝市            （      ㎡）  

変 更 年 月 日   

旧 工 事 施 行 者   

工

事

施

行

者 

住 所   

氏 名 又 は 住 所   

連 絡 場 所  （電話：       ）  

変 更 の 理 由   

（注）添付書類  

  １  工事施行者の業務経歴書  

 

 



 

第 10 号様式（第 13 条関係）  

 

工事着手（完了・中止・再開）届  
 

 

年   月   日  

 

藤枝市長        様  

 

  住  所  

届出者  

                  氏  名  

 

（電話番号：           ）  

 

 

 藤枝市土地利用事業の適正化に関する指導要綱に基づき、工事の着手（完了・

中止・再開）について届け出ます。  

承 認 年 月 日      年   月   日  藤都承第    号  

事 業 の 種 別 ・ 名 称   

施 行 場 所 ・ 面 積  藤枝市           （      ㎡）  

工 事 着 手 （ 完 了 ・  

中 止 ・ 再 開 ） 年 月 日  

年   月   日  

（中止の場合は、中止期間を明示すること。）  

工 事 完 了 （ 予 定 ） 年 月 日      年   月   日  

工  

事  

施  

行  

者  

住 所   

氏 名 又 は 名 称   

連 絡 場 所  （電話：       ）  

現  

場  

管  

理  

者  

住 所   

氏 名 又 は 名 称   

連 絡 場 所  （電話：       ）  

  



 

（注）添付書類（各正本１部・副本は関係課分）  

  １  着手届  

   (1) 他の法令等に基づく許認可書等の写し  

   (2) 工事に関する工程表  

   (3) 工事施行者の業務経歴書（自己業務用の土地利用事業を除く）  

   (4) 位置図  

 

  ２  完了届  

   (1) 藤枝市開発行為事務処理要領（平成８年藤枝市訓令第１号）第９ (1)に準

じて作成した図書  

   (2) 土地利用指示事項回答書及び法令の許認可書の写し  

 

  ３  中止届  

   (1) 中止理由書（再開予定年月日を明記すること。）  

   (2) 造成計画平面図及び防災施設構造図  

   (3) 中止しようとする時点における土地の現況図及び現況写真  

   (4) 位置図  

 

  ４  再開届  

   (1) 工事に関する工程表  

   (2) 他の法令等に基づく許認可書等の写し  

   (3) 工事施行者の業務経歴書  

   (4) 造成計画平面図及び防災施設構造図  

   (5) 位置図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第 11 号様式（第 13 条関係）  

 

承認申請取下げ届  
 

年   月   日  

 

藤枝市長        様  

 

 住     所  

届出者  

                    氏名又は名称  

 

                    （電話番号：           ）  

 

藤枝市土地利用事業の適正化に関する指導要綱に基づき、土地利用事業に係る

承認申請を取り下げたいので届け出ます。  

 

受 付 年 月 日      年   月   日  藤都第    号  

事 業 の 種 別 ・ 名 称   

施 行 場 所  藤枝市  

施 行 面 積             ㎡  

取 下 げ の 理 由   

（注）添付書類  

  １  取下げ理由書（別紙の場合）  

 

 

 

 

 

 



 

第 12 号様式（第 13 条関係）  

 

廃 止 届  
 

 

年   月   日  

 

藤枝市長        様  

 

 住     所  

届出者  

氏名又は名称  

    

（電話番号：            ）  

 

 

 藤枝市土地利用事業の適正化に関する指導要綱に基づき、事業を廃止したいの

で届け出ます。  

承 認 年 月 日      年   月   日  藤都承第    号  

直 近 の 変 更 承 認 年 月 日      年   月   日  藤都承第    号  

事 業 の 種 別 ・ 名 称   

事 業 廃 止 予 定 年 月 日      年   月   日  

事 業 を 廃 止 す る 区 域 の  

所 在 地 及 び そ の 面 積  
藤枝市            （      ㎡）  

事 業 の 廃 止 理 由   

廃 止 に 伴 う  

今 後 の 措 置  
 

（注）添付書類  

１  事業の廃止に係る既着手区域を明示した図書  

   ２  廃止しようとする時点における土地の現況図及び現況写真  

   ３  事業の廃止に伴う従前の公共施設の回復計画書  

   ４  事業の廃止に伴う防災工事計画書  

   ５  位置図  

 



 

第 13 号様式（第 13 条関係）  

 

変 更 届  
 

 

年   月   日  

 

藤枝市長        様  

 

 住     所  

申請者  

氏名又は名称  

    

（電話番号：            ）  

 

 

 藤枝市土地利用事業の適正化に関する指導要綱に基づき、変更を届け出ます。 

承 認 年 月 日      年   月   日  藤都承第    号  

直 近 の 変 更 承 認 年 月 日      年   月   日  藤都承第    号  

事 業 の 種 別 ・ 名 称   

施 行 場 所 ・ 面 積  藤枝市           （      ㎡）  

変 更 の 理 由   

工 事 の 設 計   

（注）１  変更計画の工事設計説明書作成要領参照のこと。  

２  図面は新旧の計画を色分けすること。  

 

 



 

第 14 号様式（第 18 条関係）  

 

会員等の募集届  
 

 

年   月   日  

 

藤枝市長        様  

 

 住   所  

届出者  

                  氏   名  

 

                 （電話番号：            ）  

 

 

 藤枝市土地利用事業の適正化に関する指導要綱に基づき、会員（他に名称が

あればその名称）の募集について届け出ます。  

承 認 年 月 日      年   月   日  藤都承第    号  

名 称   
規 模  

ホ ー ル 数  
 

所 在 地  藤枝市  

募 集 の 時 期   

募 集 人 員 （ 口 数 ）  

数次にわたり募集する場

合 は 、 そ の 時 期 別 に  

 金 額   

会 員 の 権 利 、 義 務 に  

関 す る 事 項  
 

（注）添付書類  

   １  募集に関する説明書その他参考となる図書  

 

 



 

第 15 号様式（第 20 条関係）  

是正報告書  
 

 

年   月   日  

 

藤枝市長        様  

 

  住   所  

届出者  

                  氏   名  

 

   （電話番号：            ）  

 

      年   月   日の現地調査において指示された点について、下記

のとおり是正したので報告します。  

記  

 

事 業 名   

施 行 場 所  藤枝市  

承 認 年 月 日      年   月   日  藤都承第    号  

課 名  指 示 事 項  是 正 事 項  サ イ ン  

    

 


